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官僚制組織論の展開

一一一バーナードとジャックス一一一

真野 筒
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C三〕ジャックスの研究の意義

五，結

ー，序

ミーナードは，公式組織として 2種類の組織

を挙げている。側生組織 (lateralorganization) 

と階層組織 (scalarorganization)である。

この内側生組織は， I自由な協定一相互理解，

契約，条約から成る組織である。oJそれは命令
の義務と服従の意欲が基本的に欠けた組織であ

り，対等の立場の個々人や団体を協働へもたら

すことを目指した組織である。単純な側生組織

の代表的例としては，短期間で消滅する物々交

換が挙げられている。同時にバーナードは，こ

1) C. I. Barnard，“On Planning for W orld Gove. 
rnmentヘOrganizationand Management， 1956， 
p. 150. 

うした組織の大部分は，社会的に重要な機能を

果しながらも，短命の故をもって無視されてい

る事実も指摘じている。しかし，例えば「単純

な相互関係をもった幾つかの小さな集団に分割

することは出来ないが，反対に多数の同時的相

互依存を持った無数の相互作用がある場合に

は，階層組織の存在は不可能であり，逆に自由

な協定による組織が確かに広範囲に成功してい

る。その 1つの優れた例は，小麦に対する市場

価格と需要供給の調節である。長年の間，世界

的規模で，これは側生組織により行われて来て

いるの」とも指摘している。

かくて，こうした側生組織は，関係者の個人

的目的を達成する為に，関係者の自発的意思と

協力により生み出され維持されているものであ

り，彼等の協定を維持するものは，組織にとっ

て外在的である公衆の意見や習慣，一般法規や

裁判所，警察と言った社会的規制である。この

組織に参加する構成員の聞の関係は，原則とし

て平等であり，上下関係は存在しなし、。こうし

た性質の組織は，その行動が構成員の個人目的

に直接結びついているので，決定が容易でト，組

織全体の環境への適応性に豊み，その構成員の

一部の協定違反が組織全体に影響する程度も少

し変動的環境の下でも比較的安定である。

これに対して階層組織は「垂直的で関節で結

ばれた階層的または階層である 3)Jそれは， I基

本的に権威的である。彼等のほとんど(国家を

除く)では，個々人は協定によって組織に参加

2) ibid.， p. 157. 
3) ibid.， p. 150. 



目的の上位に位置されねばならない。私は『政

治的』と言う言葉で協働の派生的な目的である

が， ~組織自体の利益』を上位に位置する価値

に引上げる必要性を意味する。6)J 

ところで「階層組織での階層の必要性と政治

的必要性とは，その組織が地位 (position)の内

的安全性を強調する事を必要としている『地位

の社会』である事を意味している。もし階層組

織がこの点で最低限度の必要性を割る様であれ

ば，安定した権威の欠除に悩まされよう。歴史

と現在までの経験は，階層組織のこの基本的特

徴が， ヒエラルキーと内部の政治的活動の必要

性を誇張する強い傾向を示しているように思え

る。前者は，その一面が軽蔑の意味で『官僚制』

及び『お役所式』と呼ばれている組織肥大化の

1つの形に導く。後者は，内部的摩擦やエネル

ギーの浪費を導く。両者共に過度の『間接費』

を生み，総てではないにしろ，低い階層の人々

の自由と責任に過度の制約を課する。7)J 

階層組織が，純粋の公式組織としての人間の

協働行為の体系としての概念的なものに留まっ

ている限り，いわゆる逆機能現象はほとんど問

題とはならなし、。しかし，具体的な階層組織

は，地位システムとして構成され，それが独自

の賞罰権，任免権と言う警察力を持って，構成

員の個人的目的とは区別された組織自体の目的

を追求しようとする処から，特に中位以下の地

位の人々に過度の制約を生み出す可能性を伴う

事となる。

バーナードにおける公式組織は，その構成員

の主観的欲求の充足の為に奉仕するべきもので

あり，彼はこの構成員の満足の達成を，組織の

能率と言う概念で捉えている。十分な能率の達

成即ち構成員の主観的欲求の十分な達成なしに

は，少く共競争的環境の下では，組織は次第に

競争力を失い消滅への道を歩む事となる。

従って，地位システムの生み出す可能性のあ

る構成員への過度の制約，即ちその主観的欲求

充足を阻害する機能の除去，乃至はその発生の

' 

f' 

、... 

‘' 
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していることは事実であるけれども， しかしそ

の中で業務が行われている従属部門や個々の人

々の聞の関係は，契約で確定された『約束事項J

によって統制されるのではなく，環境が『組織

の利益』を要求するにつれて変更される規定に

よって統制される。階層組織での基本的統合

は，垂直的である。最高部を除き，どこの部分

も『より上位』の部分に明確に依存しており，

また最下層以外のどこの部分も，より下位の部

分を基礎にしている。同一レベル部分の公式関

係，すなわち横の調整は，原則として命令や指

令によって決定されるのであり，協定によるも

のではない。……階層組織では，その内的な規

律自体を開発し維持させねばならず，時にそれ

を援助するために，特別の警察力を設定しなけ

ればならな¥，，4)。

階層組織は，関係する個々人の個人的目的と

は区別された「組織の利益」に基づく独自の目

的を持ち，その達成のために人々に分割された

細部目的を割り当て，その遂行を要求すると共

に，その遂行の為に「特別の警察力」即ち，解

雇，昇給，減俸，昇進，降格等の利用や賞罰の

権利を保有している。

そして，この階層組織は次の条件において成

立し，かつ他の組織よりも優れた成果を挙げる

事が出来る。即ち「極めて複雑な諸活動が，も

し空間的また時間的に相対的に単純なグループ

に分離出来，そして諸活動の聞の相互関係が完

全なものであっても，その分離されたものの相

互聞の関係が相対的に単純である場合において

のみ大規模な階層組織は成功するものと思われ

る05)J 

経2 (2) 

こうした「階層組織の本質は，集中化された

権限を通じての全体の調整である。摩擦，闘争，

分裂を減じる為に自由は減らされる。それによ

り安全性とパワーが確保され保持される。この

目的の為に階層性は不可欠でありそしてまた政

治的動機が，組織の経済的，社会的又は宗教的

6) ibid.， p. 159. 

7) ibid.， pp. 159-160. 
4) ibid.， pp. 151-152. 

5) ibid.， p. 157. 
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防止は，組織自体の目的の追求のためにも不可

欠のものと言わなければならなし、。

地位システムとしての階層組織が，その構成

員に対して行う各種の要求や規制は，地位シス

テムを構成する管理者の判断の結果として生じ

るものである。そして，具体的な個別的管理者

の判断は，主として個人的な資質と彼を巡る組

織状況との結果として生じるものと考えられ

る。本稿は，こうした逆機能を伴う可能性を持

った地位システムとしての階層組織の在り方に

ついてのパーナードの見解と，その重要な展開

と看倣し得るジャックスの見解とを概観し，こ

の問題に対するわれわれの見解を導き出す事を

目的としている。なおノξーナードの言う階層組

織の一般構造や性質を示す概念として，今日広

く「官僚制組織」と言う言葉が用いられる場合

が多し、。この言葉は，ジャックスの用いる官僚

制度 (bureaucracy) と言う言葉に相当するもの

である。本稿の統一表題として，この言葉を用

いたゆえんである。

なお，バーナードにおける階層組織と側生組

織の関係について，通常階層組織は側生組織と

は別に，それ独自で存在し得ない事実には留意

する必要がある。バーナードは，この関係を

「組織の概念」と題した論文で，次の様に説明

している。

即ち， 2人の人間 A とBの聞に財の交換が

あったとし，A の行為を a，Bの行為を bと

呼べば， 1"この交換で意味される組織は， (α+め

である。8)Jこの組織は，言うまでもなく側生組

織である。

次いで使用者 A と従業員 Cの協働におい

て，Aの行為を αとし，行為の数を nで示す
と，一定期間の A の行為は anで現わされる。

同様に Cの場合は Cnで現わされる。「かくて

(A-C)と名付けられた組織は (an+Cn)とも現

わせる 08)Jここで生み出された組織は，主に雇

用関係を示すもので，階層組織を意味する。雇用

8) C. 1. Barnard，“Concepts of Organization"， 

Organization and Management， p. 117. 

関係は，通常雇用関係にない他の人々との取引

を伴う。今 (A-C)と個人 B との聞に交換が

行われるとすると，それは (A-C)のために個

人 Aによって行われる Bに対する付加的行為

と，B自体の行為を意味する。「従って組織 (A

-C)は (a肘 l+Cn+ム)となり，また C(an+1+Cn) 

+b1)と表現出来る (A-C)Bと名付けられた 1

つの新しい組織が存在すると言える。しかし普

通この後者をわれわれは，短命なものとして無

視している。8)Jこの関係は，階層組織が存在し

ている場合，たえずその周辺に生滅している側

生組織 (Bとの交換)の存在を指摘している。
更に B が従業員 D を雇用しており， 交換

が階層組織 (B-D) と階層組織 (A-C) の聞

で交換が行われる場合がある。「この場合， 組

織 (A-C)は (an+1十Cけん)より成り，組織

(B-D)は (bn+1+dn+a1) より成ると言える。

また (an+1+Cn十b1)+ (bn+1十dn+arJ或いは(an+1
+bn+1 +cn+dn)で現わされるが，しかし名前の

付けられない新しい 1つの複合組織が存在して

いるO 多くの目的のために，われわれは，後者

の組織を無視している。9)Jこの無視される新し

い複合組織は，短命で終る側生組織である事は

言うまでもない。

ニ，バーナードにおける地位システム

前述の様にバーナードは，官僚制と言う言葉

を組織の逆機能現象の意味において用いてお

り，一般に官僚制組織と考えられるものを，階

層組織に基づく，地位システムとして捉えてい

るO 即ち，抽象概念としての階層組織は，人々

の組織人格によって支配された行為より成るコ

ミュニケーションの体系であり，逆機能現象は

基本的には生じない性質のものである。しかる

に実際の具体的個人は，限られた能力と多様な

欲求を持った人間である。ここに個人の欲求

(個人人格)と能力の限界と，組織の要求との

聞にヨjE離が生じる事となる。バーナードは，こ

うした具体的な個人によって構成される階層組

織の現象形態としての具体的組織を，地位シス

9) ibid.， pp. 117-118. 
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テムとして捉えている訳である。従って，一般

に官僚制組織に見られる逆機能現象は，概念形

態としてあるべき階層組織と，その現象形態と

しての地位システムとの手離現象として主とし

て理解出来ょう。因みに，バーナードにおいて，

「地位は， (1)命令または公式権限の連鎖内に

おける優越とか服従の関係および (2)司法権に

よって決定されるものである。」従って， 地位

システムとは「その基本的な関係は， 上下関

係，上司と部下の垂直ラインにそったものとし

て普通考えられている。地位は水平的なレベル

で区別されており， その統合は， ~権限のピラ

ミッド』が代表的な例である幾つかの垂直的グ

ループによって行われているものである。10)J 

1. 組織における個人の欲求

バーナードは，階層組織と個人の関係を考え

る場合に考慮すべき個人の欲求として，重要性

の順から言って次の5つに留意すべき事を指摘

している 11)。

(1)差別を求める心 (loveof distinction) 

社会的立場から見ると人聞の性格の中で最も

動態的なもので，他人に自己の存在を認められ

たい気持である。経済的利己心が強調されるの

で低く評価され勝であるが，労使関係や教会，

国家，企業経営などでの多くの困難な問題の原

因となって来ている。個々人の存在価値を認め

る事は，処遇の基礎であり，また他人に認めら

れようとする心は，競争的勢力の原動力であ

り，組織にとってのエネルギー源である。従っ

て，その協働活動が如何に立派な目的を持って

いても，構成員が単なる歯車の 1っとしてしか

白から感じない様では，彼等は不満を持つ。従

って，組織は常に構成員が，その組織で必要な

存在として認められている様に知覚させる手段

を創造する事が必要である。

10) C. 1. Barnard，“Functions and Pathology of 
Status Systems in Formal Organizations" (以

下 StatusSystemsと略称する)0 Organization 
and Management， 1948， p. 210. 
11) C. 1. Barnard “Collectivism and Individualism 
in Industrial Management，" 1934， pp 8-13. 

(2) しっと

人間の組織生活の総ゆる面において，破壊的

な作用をするものに「しっと」がある。人間集

団の対立や報酬問題の処理に際して，留意すべ

き大切な要素である。

(3)利己的又は私利 (self-interestor selfish-

ness)と呼ばれる差別的寛大さ

特定の人を他の人よりも好み，それ等の人に

金銭，努力，好意を与える反面，特定の人を嫌

う傾向であり，この傾向は，経済的競争を生み

出す源動力となる。

(4)経済的利己心

これは一般に組織社会での個人の経済的努力

を働かせる唯一の動機と考えられているが，パ

ーナードは，大低の人々においては，まずまず

と言える程度の発達しかしていないと考えてい

る。

(5)物ぐさ，惰性 (inertia)

新しい方向へ努力する事を嫌う性質であり，

変化を生み出す事を困難にする点で，集団的活

動に重要な意味を持っている。この性質は普遍

的に認められるが，その現われ方には一定の性

質が認められる。例えば，既に獲得しているも

のを失う危険性に対して，人々は努力するにも

拘らず¥努力すれば獲得出来る可能性に対して

は，余り積極的に努力しない傾向がある。従っ

て，可成りの追加報酬を与えても，特別な努力

を引き出す事が出来なくても，逆に報酬を減じ

る事に対しては，それに相応した努力の減少を

伴う場合でも，極めて困難な事態を生じる事と

なる。この事実はまた，人々は生産活動よりも

消費活動において，強く識別力を働かせる傾向

のある事を意味している。

以上の5つの性格は，階層組織の形成に大き

く影響するものと考えられている。

2. 個人的要求よりする地位システムの成立

地位システムが，個人の立場より必要とされ

る理由として，バーナードは次の5種類のもの

を挙げている。

(1)個人の能力における相違の存在
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個々の人間の聞には，その肉体的・精神的・

社会的な能力に種々の差があり，同時にそれぞ

れの人達の持つ関心や経験にも種々の相違が存

在している。こうした相違は相互に作用し合っ

て，人々の能力的格差を色々の面において拡大

して行く性質を持ち，地位システムを生み出す

ーっの基盤となる。

(2)多種類の仕事を行う際の困難さの相違の

存在

組織において要求される仕事の困難さには相

互に差違があり，人々の能力や関心及びその需

給関係に応じてグループ分けが生じそれぞれ

の職能的グループ毎に異なった地位を自覚する

様になる。これは職能的地位システムを生み出

す基盤となる。

(3)多種類の仕事の重要性の相違の存在

仕事の重要性の相違は，その重要性に応じた

体系即ち職能的体系化を生み出し，重要な仕事

を担当出来る能力を持った人々を体系化する事

となる。

(4)社会的・組織的用具としての公式組織に

対する欲求の存在

組織の重要な地位を占めている人は，その地

位を占めるに足る能力や責任感の所有者と一応

看倣され，一種の社会的信用が与えられる事と

なる。

(5)人間の完全性を守ろうとする要求の存在

組織における地位が，社会的信用を伴い個人

の経歴に重要な意味を与え，努力や犠牲を払っ

て知識や熟練を得ょうとする人々に目標や満足

の機会を与える。その反面，組織の要求する能

力の側面で劣った性質を持った人々に対して，

過重な負担から免れさせ，優れた能力を持った

人と一緒に働く事を可能とさせている。もし地

位による区別なしに，能力的に異なった人々を

一緒に同一条件で働かせれば，劣った能力しか

持っていない人は，常に敗北感に悩まされ，そ

の劣等感の故に，遂には協働が破壊される事と

なるであろう。差別を求める心を満すために公

式的地位を割り当て，例え上位の地位でなくて

も，一定の意義ある職務を与えて，それを遂行

した喜びを与え，人間としての完全性への感情

を与える工夫は，各種の能力差のある人々の協

働の為には，不可欠のものである。

3. 組織機能維持のための地位システム

階層組織が機能する為に，地位システムが必

要とされる理由として，次のものが指摘され

る。

(1)協働の基本的過程である伝達の体系とし

ての機能

地位システムは，組織における伝達機能に必

要な①信頼の出来る事②権威が与えられている

事③理解出来る事の 3つの条件を伝達に与え

て，その正確性と迅速性を促進する。地位シス

テムが職能的及び命令的な地位システムとして

体系化されるところから，伝達の発令者と受領

者を明らかにし，伝達の内容に信頼性と理解の

容易さを与え権威を付与する。地位システムが

不明では，果して伝えられた伝達が正当な手続

で発せられたものかどうか，またそこで述べら

れているものが，何を意味するか，また逆に得

られた情報を誰に伝えどんな形で提案すれば良

し、かが不明確なものとなる場合が生じる。

(2)誘因システムとしての重要な役割

地位システムは，地位の維持と昇進と言う協

働体系の維持に必要な誘因の使用を可能とす

る。地位は，威信を与える事により人々の自我

を満足させると共に，威信を利用して個人的な

社会的目的の達成を促進する手助けをする。前

述の差別を求める心，差別的寛大さ，経済的利

己心に働きかける訳である。

(3)責任感を育成強化し，責任性を賦与し定

着させる基本的手段として機能する

地位システムは，昇進への願望と，特に地位

を失うことへの恐怖(これは減俸よりも重大な

人格への損傷をもたらす)を与え，これは一般

的責任感の育成強化をもたらす。この責任感の

強化は，管理者の行動に安定性を与え，従って

将来の行動の予測可能性を与え，信頼性と意思

決定の正確性を与える事により，協働体系の維
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持に不可欠の重要な機能を持っていると言え

る。前述の物ぐさの心を活用している側面であ

る。

4. 階層組織の逆機能現象

階層組織の地位システムの構成が必要かつ自

然のものである事は上述の通りであるが，地位

システムは，白からの内にその存続を阻む逆機

能的性格を含んでいる。即ち，バーナードは次

の様に言っている。「地位システムは成熟しよ

うとする必要から成長の原則と同様に作用す

る。しかし部分の不均等な発展，不均衡や環境

への不適応を防止する自己統制を欠いている。

この為に積極的手段によって改善された地位シ

ステムを推進する管理者達は，それがどれ程直

接的目的に取って大切な事であっても，その事

によって組織を解体する作用を生み出す。∞」

ミーナードは，具体的な逆機能現象として，次

の6つの現象を指摘している。

(1)地位システムは， しばしば個人の評価を

歪める

地位システムにおける高低は，社会的評価の

高低と結びつく場合が多し、。しかし地位システ

ムにおける個人の位置は，その仕事を担当する

能力を持つ人々の相対的数の多寡によって影響

され，必ずしも個人の能力の高低に直接正確に

結びつくとは限らなし、。更に地位システムを設

定した当初においては，個人の能力と地位が必

要とする能力との関係が一致していても，その

後における個人の能力の成長や衰退と，環境の

変化や組織の成長に伴って生じる当該地位で必

要とされる能力との聞に，不均衝が生じる場合

が見出される。しかしこうした場合で、も，各職位

での個人の実際的職務遂行能力は，その一般的

能力以外に，その職位の性質や，それに伴って必

要とされ，或いはその職位にいる事によって初

めて得られる具体的特殊知識や，技能の集積や，

周囲の人々との信頼関係によって大きく左右さ

れる。例えば，慣習や先例を知っていたり，関

係者を個人的に知っている事は，伝達を早め判

12) Status Systems， p. 231. 

断を容易とする事から，一般能力や潜在的能力

により優れているからと言って，或る職位の占

有者を交代する事は，仕事の効率を低下させし

める危険性を伴う。加うるに多くの職位におけ

る頻繁な配置転換は，相互信頼の喪失や習慣の

無視により伝達機能の著しい低下を来す危険が

ある。こうした理由から，一般的な能力は，かな

り部下よりも劣っているにも拘らず，その場所

的知識や経験の故に，高い地位を占め続ける可

能性が存在する。こうした場合，地位の高低

は，能力の高低を必ずしも正確に反映しない事

態が生じる事となるO

(2)エリートの循環を不当に制約する

地位が誘因としての機能を果すためには，或

る程度の安定性が必要である。もし一度獲得し

た地位が容易に失われるものであれば，誘因と

しての訴えは著しく弱められることとなるであ

ろう。特に降格は，昇進以上に抵抗が強く，そ

の影響はしばしば再配置によって，より優れた

能力を持った人を，劣った能力の人と交代せし

めることにより得られる利益を相殺しても余り

あるものとなる。このために，最初は職位に適

した能力の人であったが，その後職位の要求す

る能力に答えられなくなった人を直ちに再配置

することをためらわせ，協働の能率(参加者の

満足度)を引下げることとなる。地位が本来設

けられた組織の効率を高めると言う狙いからは

ずれて，その地位を占める人が，その地位を維

持することが目的と化し，いたずらに慣習を守

って革新を避ける現象が生じることとなる。

(3)公正な配分システムを歪める

賃金，名誉，威信，自己の能力を行使する満

足等の各種の誘因は，一般に地位システムの高

低により配分の差違が認められている。しか

し地位の配分が必ずしも能力の差と一致して

いない場合には，地位システムの下位に置かれ

た人々に犠牲が強いられ，不公正感が生み出さ

れ，地位システムの機能が低下することとな

る。特に，上位の人が自己の地位を保持する為

に保守的な態度を取った場合，下位の人々はそ
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の不公正さを感じながらも，白からも下位の人

に対して，その地位を保持しようとする態度を

取るために，結果的に地位保持の態度が上下共

に強まり，不満が内攻することとなる。

(4)管理機能を誇張して， リーダーシップや

モラーノレの機能を妨げる

地位システムによる伝達の機能は，各地位の

安定性を確保し，慣習や先例に従った業務の反

復的規則的処理により効率を高めている。一般

に日常的継続を伴ったこれらの慣習の維持がな

ければ，混乱や調整の欠如，非効率やシステム

の破壊を生じる。地位システムとそれに伴った

こうした慣行的処置は，管理の基本的用具であ

るが，その重視のあまり，しばしば用具が目的

に転化して，その遵守が組織の必要条件である

かの如く見誤られる場合が生じる。今日一般に

「目的の手段化」として理解されている現象で

ある。即ち，元来伝達を促進し，問題解決を迅

速ならしめるために設けられた規則や処理方法

が，状況が変り従来のやり方が不適当となって

も，なお惰性の心情が強く働き従来のやり方を

守り，新しい試みを避けかつ責任を回避するた

めの拠所として用いられ， リーダーシップ機能

を阻害することとなる。

(5)過度の象徴化機能の強調

地位システムにおいては， 各地位は， 就任

式，室の大きさ，備品の差等の象徴化手段を用

いて地位の明確化を図り， コミュニケーション

を助ける。この地位に伴う象徴化作用は，その

地位を占める個人の人格に転移され，個人はそ

の占める地位を象徴化することとなる。このた

めに，個人への批判は，その地位に従って組織

への批判と看倣されることとなる。この事実

は，一面において，地位を占める個人に強い責

任感を醸成する反面，象徴的属性を体現した個

人は，能力的な不適合化等により転任が望まし

くなった場でも容易に転任を行い難くなり，こ

のためにそうした人を祭り上げることにより，

組織の肥大化を生ぜ、しめることとなる。

(6)組織の適応性を制約する

地位システムは，伝達機能に不可欠なもので

あり，組織の凝集性，調整，団結心を高めるた

めに必要なものではあるが，反面組織の弾力性

と適応性を減じることとなるため，環境が激変

し，将来の予測が困難となった様な場合，組織

の安定や存続を危険にさらすこととなる。

以上の様にパーナードにおける逆機能の解明

は，構成員の貢献意欲に対する悪影響(能率の

減少)から，協働体系への悪影響が分析されて

いる。バーナードの場合，組織の構成員として

は，階層組織を構成する内部構成員(従業員と

管理者)以外に，外部構成員として，債権者，

株主，消費者，原材料設備の供給者，官庁等を

含めて考えている。従って変化した環境に対す

る不適合とは，これら外部構成員の満足を十分

に得られず，彼等からの協働行為の提供が減じ

て，それが売上の低下や資金不足，或いは原材

料設備の入手難，諸官庁や地域住民の非協力と

言う形となって現われる事となる。

今日，階層組織に認められる逆機能現象とし

ては，こうしたパーナードの指摘以外に，階層

組織の構成員達が，分業の発達と組織の巨大化

とのために，組織全体としての目的や効率が正

確に把握出来なくなり，自己の所属する単位組

織の目的を，そのまま全体目的と同じ重要性を

もったものと着倣すことにより，セクショナリ

ズムを強めると言う現象(し、わゆる誤れる忠誠

心)が指摘されている。バーナードの場合，階

層組織の逆機能現象を，専ら地位システムの面

から分析しているため，分業に伴う逆機能現象

の分析は，必ずしも十分とは言えない。

ところで，バーナードは，地位システムに基

づく逆機能現象に対する対策として，それが発

生する原因から見て，まず次の 5つの対策を指

摘している 1め。

(1) 自由な移動によって，地位と能力との調

和を確保すること。

(2) 地位システムが目的または基礎的手段と

看倣されることの無いようにするO

13) ibid.， pp. 243-244. 
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(3) 各種の一般的職務や専門的職務の報酬が

誘因とモラールの必要な水準に適合しているよ

うに監視すること。

(4) 下位組織に対しては，自由社会では競争，

規制，世論の圧力により硬直した組織の存在を

困難とする。(中央集権化された国家組織では

不可能であろう。)

(5) 管理者自身が地位システムの内部に居る

ことから，特に上位管理者が忍耐力と優れた能

力と高い道徳的勇気を持って，必要な対策を採

ること

ミーナードが，地位システムに伴う逆機能現

象を正面から論じた「公式組織における地位シ

ステムの機能とその病理学」において指摘した

対策は，上述の5つであった。しかしこの問題

については，彼の 2つの遺稿l心が，彼の見解を補

足するものとして重要な意味を持っていると考

えられる。

即ち，バーナードにとり，組織のエネルギー

の源は，個人の貢献意欲であり，階層組織の在

り方L 個人の貢献意欲を刺戟出来るものでな
くてはならなし、。個人の創意，才智，人格を破

壊する集団行動は避けなければならないが，同

時に建設的かつ協働的方向に作用しない個性の

発揮も抑えられなければならなし、。この事実

は，協働行為の発達従って組織の成長のために

は，それに応じた内部構成員達の成長を必要と

することを意味する。組織の構成は，個人の創

意，情熱，協働精神を活性化させ，個人を育成

するものでなければならない。

バーナードは，ハイネマンの「民主主義にお

ける官僚制」の書評において，ハイネマンが責

任概念から道徳的要素を排除した点を批判する

と共に，管理者の育成には，各組織での権限の

委譲が適当に行われることの必要性を指摘して

14)“Collectivism and Industrialism in Industrial 

Management". 1934. (以下 Collectivism と略

称〉“BookReview of Bureaucracy in a De-

mocracy by C. S. Hyneman，" Am巴ricanPoli-
tical Review， Vol. 44， No. 4， Dec. 1950 (以下
Bureaucracyと略称〕

いる。「命令により物事を行うことは， 部下を

責任から救うものである。15)Jしかし「責任ほど

個人の能力の範囲内で，個人を発達させるもの

はなし、。そして権限は責任にとり，本質的なも

のである。この見地から権限の高度の分散化と

局地化が望ましし、。しかし，また権限の集中化

は，努力の調整一一一そこから集団協働の利益の

ほとんどが生じるーーにとって，不可欠のもの

である。しかしながら，余り集権化が大きすぎ

ると，弾力性を欠き官僚主義的硬直性，創意の

抑制が生じる。16)J従って， 調整に必要な権限

の集中化を図りながら，局地的弾力性と個人の

漸進的発達を促すような権限の委譲を行うこと

が必要であり，条件の変化に応じて絶えずこの

間のバランスが図られなければならなし、。

このパラ γスを適正に保つ事は容易ではない

が，バーナードにおいては，組織の構成よりも

個人の側に信頼を置くべきことが指摘されてい

る。即ち， 1つの組織において， 組織の論理的

構成よりも個人の側に大きな信頼が置かれてい

る場合には，状況の変化に応じて人々の活動を

麻痔させるような不確定さや不決断を創り出さ

ずに，権限を再配分して事態に対処することが

可能である。しかし，組織の構造的側面を過度

に重視している場合には，従来の総ての細かな

規定や慣習の再調整を必要とするところから，

そうしたものに機械的にのみ従って動いて来た

人々の行動を，麻痔させる結果となると考えて

いるのである。

しかし権限の委譲は望ましし、からと言って，

直ちに常に実行出来るものではない。何故なら

「権限の委譲は，権限委譲した人から，特定の

決定に対する責任を解放するものではない。彼

は，彼自身の動きか，又は訴えや苦情のいずれ

かで部下の決定を修正し，逆転する義務を潜在

的に保有している。J7)J従って， 権限を委譲す

ることは，部下への支配を減じ部下に責任を持

15) Bureaucracy， p. 1002. 
16) Collectivism， pp. 20-21. 
17) Bureaucracy， p， 1002. 
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たせることではあるが，同時に委譲した者自身

の責任は，むしろ増加する傾向を持つ。従っ

て，この責任に耐える能力，即ち責任感と組織

の道徳律の葛藤を技術的に解決するか，部下の

ために新しい道徳律を創り出す能力を持ってい

なければならない。

従って， r管理の今日の機能は， 協働活動の
機構を発展させると同時に，個人の発展を促

し，そして効果的に 1つの実際の活動におい

て，両者を結合させることであるのは明らかで

あろう。18)J 

しかしバーナードの見るところでは，今日こ

の機能が十分には作用していなし、。彼はその根

本的な理由は，適当な能力を持った人々の供給

が不十分なところにあると考えている。彼によ

れば，必要な知識力，情緒，安定性，長い教育

期間や訓練，管理に対する実際的才能，経験よ

りの習得，活動力等を持っている人は，大体人

口の 1割程度の人々である。逆から言えば，こ

の事実は， 雇用されている人の 10人に 1人づ

っの割合で，管理者が必要となる計算である。

しかるに現実においては，そうした貴重な人材

を浪費したり，その育成を怠ったりしている。

現在現業の労務者として雇用されている人々を

も含めて，管理者となり得る人材を見出し，そ

の育成を図るべきことが目下の急務である。こ

のために「管理者の第一の問題は，単に自己啓

発の機会や便宜を提供するのみではなく，誘因

を獲得し維持することであると言える。19)J即

ち，潜在的に能力を持った人々に，自己啓発を

行うように誘因を提供し刺戟することが必要で

ある。パーナードによれば，金銭的刺戟は，一

般に言われている程には，多くの人々に自己啓

発を促すに十分な効果を持っているものではな

い。従って，自尊心への刺戟，個人的承認や威

信といった各種の誘因を組み合わして活用する

ことが必要となる。

以上のように，階層組織の持つ逆機能現象に

18) Collectivism， p. 22. 
19) ibid.， p. 22 

対するバーナードの見解は，貢献意欲に対する

影響や対策に主眼が置かれている。組織の最終

目的は，能率(参加者の満足)の達成にあるとす

る彼の主張からは，当然の傾向であろう。しか

しこのために階層組織の分業機構よりの分析か

ら導かれる逆機能対策として，今日一般に強調

される事業部制を代表とした組織内への市場機

能の導入の工夫や，非定型的判断の専門担当部

門の設定，複数の伝達経路の設定によるコミュ

ニケーション・ギャップの是正，その他の組織

内葛藤機構面よりの解決策と言った対策は，殆

んど触れられないで、終っている。従って，バー

ナード流の組織観よりするそうした組織構造的

な逆機能対策は，マートンやゴールドナーを始

めとしたその後の組織論の展開に待たなければ

ならなし、。われわれも既にその一部の検討を行

って来た問。

ただ個人の目的とは区別された組織自体の目

的を認めながらも，なお組織は個々の構成員の

欲求に奉仕するものであるとするパーナードの

立場は，個人の欲求従って誘因の配分と言う側

面より，組織の構成を考える道を取らざるを得

ないであろう。またそうした面よりの研究は，彼

以後の一般の官僚制組織の研究者に欠けている

点でもある。そうした意味から，バーナードの

こうした見解を更に展開した階層組織論とし

て，ジャックス(E.Jaques)の研究は重要な地

位を占めていると考えられる。

三，バーナードとジャ..，クスの交流

バーナードの遺稿の中には， 1956年末から

1958年春にかけての聞の， ジャックスとの聞

の往復書簡が残されている。今日ジャックスの

文献の中には，バーナードについて触れた箇所

をほとんど見出し得ないが，この書簡は，両者

の関係を示す興味ある内容を含んでいる。以下

その主要な箇所を追って見ょう。

1956年11月15日(バーナードよりジャック

スへ)

20)真野{惰「組織経済の解明」文真堂， 1978， 160頁
以下。
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「私は知らされるとすぐに貴方の本『責任の

測定 (Measurementof Responsibility)~ を入

手して拝見しました。そしてハーパート大学出

版局に出版を喜び，この本が広く読まれること

を希望する旨の手紙を出しました。-

私は貴方が先に公にされた『一工場の文化的

変化 (ChangingCulture of a Factory)~ を読ん

で、からと思ったので，返事が遅れてしまいまし

た。……私はこの本を， ロックフエラー財団の

図書館から借りて読みました。…..これ等2冊

の本は，組織と産業経営の科学に長期にわたり

最も重要な貢献をするものと思います。-

1949年に私はロンドンに行き，タピスコット

研究所の方々とお逢いしました。その折に貴方

ともお逢いしているかも知れませんが，覚えて

おりません……」

1956年12月7日， ジャックスよりバーナー

ド、へ。

「お手紙を有難うございました。・…・・『一工場

の文化的変化』は米国で3刷を印刷中ですが，

...¥，、ずれにしろ 1冊お送りいたします0 ・

グレーシャー金属で，今でも私が仕事を続け

ているのか，会社は今でも私の仕事に関心を持

っているのかとのご質問ですが，その通りであ

るとお答えいたします。私と経営者との契約を

めぐる毎年の交渉から言って，会社が部品を提

供している自動車産業に，厳しい不況でもない

限り，私の仕事は続くでしょう。

貴方からご返事がいただけた事を大変に喜ん

でいることを，もう一度繰返したし、と思います。

貴方が 1949年にタビスコット研究所に来られ

た時，その管理委員会の 1員として，私も貴方

にお目にかかった 1人です。私はこうして貴方

と質疑を交せることを大変嬉しく存じます。」

1957年1月3日，バーナードよりジャックス

J¥  

「貴方の 12月7日付お手紙にすぐ返事を差上

げるべきだったので、すが，お送りいただいたご

本の着くのを待っていたために遅くなりまし

た0・…・・私はこの本は管理論と実施に対して，顕

著な貢献をするものと考えます。貴方は私の，

『管理者の役割』と『組織と管理』をお持ちで

しょうか。もしお持ちでなければ喜んで送らせ

ていただきます。

私は貴方の『責任の測定』を，幾度も注意深く

読み返しました。そして私の多くの友人達にも，

私が出来なかった立派な仕事として，この本を

読むように奨めて来ました。最初に読んだ時に

生じた疑問の幾つかは，何度も読みなおすこと

により解消しました。私は組織の低い階層にお

いては，最大の時間幅の考え方について問題は

持っておりませんが， より高位の役員と 10年

又は多分5年程度の長さの期間にこの考えを適

用することには，若干の疑問を持っています。

米国における多くの会社では，役員は年々再選

されなければならず，その結果毎年監督的な干

渉が行われます。私の経験では多くの場合，これ

は純粋に公式の要求で、す。しかし高位の役員の

長所の積極的評価は，著しく長い期聞を要求す

るであろうが，重大な誤りや非能率による消極

的評価は，比較的短期間の聞にしばしば行われ

ていると言えます。

私は多くの人々が，より以上の包括的証拠な

しには，俸給とその差の配分について，自主的な

均衡と無意識的感受性とが存在するという結論

を受け入れるには，困難が伴うと思います。私自

身は大小の社会集団の行動の自主的性格につい

ては，長年にわたって確かめて来ましたので，

このことについて全く疑問を持っていません。

これに関係して，もしかすると貴方は経済学の

文献には親しんでいられないかも知れません

が，私はバレートが多くの都市や国々でかつ色

々な時期に，所得の相対的配分の統一性を見出

した事実に，ご注意されるように申し上げます。

彼はこれに Cours D' Economie Politique 

Volume IIで触れています。彼は304頁以下で

『これらの結果は明らかである。それらが全く

偶然であるとは考えられない。或るカーブに従

って，自らを調整する収入傾向を生み出す或る

原因がある』といっています。私の記憶では，
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激しい議論は最低の収入について有ったのみで、

す。社会改革について関心を持っているような

人々は，収入についてのこうしたパレートのカ

ーブの意味を認めることは出来ないでしょう

が， しかし私は彼等の見解は人口の相当割合を

占める，もし出来たとしても僅かのものしか作

り出せない非常識な人，不具の人，病的な人を

計算に入れていない非現実的な見解であると思

います。 Stamp郷が英国における所得税忌避

に，バレートカーブを有効に用いていたと思い

ます。」

1957年1月28日 ジャックスよりバーナー

ドへ

「貴方の 1月3日付のお手紙を拝受いたしま

した。そして私の本が届いたことを知りまし

た。貴方の 2冊のご本を送ろうかとのお申出を

いただきまして感謝しております。しかし私は

既に両方の木を所有しており，産業管理者の組

織の一般理論の構成の試みに利用しておりま

す。この理論的展開は，管理者組織の分野におけ

るグレーシャー金属会社での研究と共に進めて

来ている未発表の研究に，大きく依存しており

ます。私は貴方が本の内で論じておられる話題

の多くを，体系的な方法で取り扱おうと試みて

います。そして私はそれ等が大変に有益である

ことを見出しております。この資料の或るもの

が準備された時には，私は貴方にそれをお送り

して，貴方がもし関心をお持ちなら，ぜ、ひコメ

ントをいただきたく思し、ます。

事実貴方は，組織の高い階層での職位の最大

の，時間幅の評価の問題点、を見抜いておられま

す。貴方がご指摘になるように，年々再選出さ

れる取締役会の会員でもある，常勤の役員の場

合，普通にその選出は形式的なものです。管理

者業務に対しての日常におけるこうした役員に

よる自由裁量の調査は，年度会計の結果に現わ

れる以前に，何年もの間限界的に標準以下の判

断が行われて来たことを示しています。例えば

開発業務の場合などにこうしたことが言えま

す。上位の役員は， 2年， 3年， 4年， 5年或い

はそれ以上の期聞が，成果を上げるまでに必要

であるような開発事業を担当するでしょう。こ

の期間中普通株主や他の取締役構成員は，審査

過程に参加する地位には居りません。もし大き

な誤りや欠陥が仕事の過程で生み出されていな

ければ，仕事の評価は最終的結果でしょう。開発

の期間中，株主及び取締役会は，通常彼等がこ

うした責任を委譲した取締役会の 1部の構成員

達の判断に任せているのです。

貴方は，重大な誤りや欠陥に基づいた否定的

評価は，屡々比較的短い期間で行われることを

指摘しておられます。正しくその通りで、す。私が

ただ限界的に良好な仕事を行うためにメンバー

に認められた期間として， 自由裁量の時間幅を

定めた理由はここにあります。なおここで限界

的に良好な仕事とは，全体として真に十分に良

いのではなく，精密な吟味を通ることが出来る

程度に良い仕事を意味します。これは私の研究

で体系的に私が用いている規定です。

貴方のパレートについてのご指摘は大変に有

益でした。私は丁度数ヶ月前に彼の作品を読み

始めました。私は現在パレートの分布で利用出

来るもののほとんどを集めたと思っています。

貴方の言われるように，私はこの資料に最大の

重要性を見出しています。しかし，私はまだバ

レート自身の文献に直接当ってはおりません。

貴方のご推薦に応じて私は，直接彼の文献を調

べたいと思います。

貴方が，興味を持たれるであろう 1つの展開

は，私が手工的仕事における最大の時間幅を測

定する困難を克服したことで、す。それは印象的

な出来事です。手工的時間給労働者が公正と白

から感じる差別には，一つの形があります。そ

れは時間幅で測られたのと同じ仕事水準で，事

務職員によって公正であると認められた差別の

形と正しく一致するものです。要するに時間給

手工職，事務職員及び上位の管理職を通じて適

用出来る差別的賃金の， 1つの共通の形が見出

されると言うことです。彼等白からが，公正な支

払であると思う感じに基づいたこの共通の支出
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の尺度は，全体としての差別の尺度を調べる際

に，総てのグループに公正と見られる結果を生

み出します。

貴方のお便りに心から感謝いたします。貴方

のお手紙をいただくことは，私にとり大変嬉し

いことです。私は貴方が興味を持つと思われる

資料を，今後時々送らせていただきたく存じま

す。」

1957年2月12日 バーナードからジャック

スへ

11月28日付のお手紙を拝受しました。そし

て貴方が，産業の管理者組織の一般理論の構成

に努力していることを知りました。もし貴方が

それが準備出来た場合，その資料をお送りいた

だければ幸です。私は，多くの現役の仕事から

隠退しましたので，こうしたことに関心を持つ

時間的余裕が持てるようになりました。」

1957年 12月11日 ジャックスよりバーナー

ドへ

「英国， フランス及び合衆国での個人の収入

増加の比較分析を行うのに必要な資料の入手を

援助していただけないでしょうか。

説明のために私が過去数年間，個人の収入増

加について行って来た分析より得られた諸々の

発見の予備的解説を行った雑誌 (theJournalof 

the Institute of Personnel Management)の記

事を同封いたします。……

私は同様な分析をフランスと合衆国でもぜ、ひ

行いたし、と思っています。フランスでの資料を

現在集めております。私は，合衆国での必要な

資料を集める援助をお願い出来ないかと思って

います。

私は現在はただ予備的な分析を行っている段

階です。私が求めている情報は次のものです。

米国企業において雇用された300人について，

過去 10年間の個人の収入記録を入手したし、の

です。次の点は私が考えていることをご理解い

ただくのに役立つと存じます。

(a)生れた年度と各個人の現在の収入記録と，

ここ 10年間の個々人の収入の増減及び増減の

生じた事を示す資料

(b)例えば労働組合の働きによる増加，或い

は，勤務評定による増加等の如く収入に変化が

生じた理由が含まれていること。-

(c)異なった産業で異なった 2，3の会社から

得られた資料と，更に 300人の人々が最低の収

入から最高の収入の人まで幅広く分散して選ば

れれば最も有益です。

もし私のために，こうした資料が得られるな

ら大変嬉しく思います。逆にもし貴方が，こう

した資料を収集することの出来ない立場におら

れるならば，こうした失礼なお願いをしたこと

をお許し下さい。……」

1958年1月2日バーナードよりジャックス

J¥  

r.…・・今朝貴方のお手紙を受け取りましたが，
私には米国産業での約300人の収入増加状態に

ついての，貴方の希望される資料の入手につい

て，直ぐには思いつきません。私は最早こうし

た資料入手を容易に出来る関係を持っておりま

せんし，貴方の研究を助けられる間接的手段が

あるかどうか自信がありません。私は貴方の研

究が明らかに有望なものであり，既に価値ある

ものを得ておられるので，ぜひお助けしたいと

思います。

私が関係したほとんどの会社で面倒な問題と

なったものに， この 10年程の聞に急速に発達

した『枠外給付 (FringeBenefits)~ と呼ばれて

いるものがあります。枠外給付は，年金権，有給

休暇，災害及び健康保険及び個人にとっては不

明確な価値である諸特権を含んだ用語です。私

は個々人にとって，それらは保険計算上の基準

で評価するしかないと思っています。しかしそ

れらは，俸給や賃金の 10%から 20%程で，総額

としてはかなりの額になります。そして組合の

雇主との交渉に際しての関心も，高まって来て

おります。私は貴方の研究において，枠外給付が

無視出来るとは思えませんが，それならば，どの

ように処理されるべきかよく判りません。私は

この問題について貴方の注意を喚起出来たでし
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ょうか。」

1958年1月28日 ジャックスよりバーナー

ドへ

「収入増加についての資料を求めている私の

要求に，関心を持って下さって有難うございま

した。枠外給付について貴方が持たれた疑問は，

非常に難しい問題で、す。この国での私の研究で，

私も或る程度この問題に直面しました。しかし

この種の給付についての交渉は，英国では米国

とは異なった形で行われて来ました。

もし私がお願いした資料を，貴方が入手出来

るようでしたら，この問題を処理する最も実際

的な方法は，収入増加自体を取り出し，そして資

料が得られた集団のための枠外給付についての

情報と，区別することの出来るようにしてお知

らせ下さL、。

私はー一一多分，高級管理者の場合でしょうが

一一住宅設備や自動車のような，枠外給付の規

定も知りたし、と存じます。

この問題について，貴方が私を援助すること

が不可能かも知れないことは理解出来ます。そ

の場合でも，私の研究に関心をお持ち下さった

ことに感謝いたします」

1958年2月19日 バーナード、からジャック

スへ

11月28日付のお手紙と同封された収入増加
資料表とを拝受Lました。

私は貴方が求めている資料が入手出来るかど

うか幾っか調べて見ましたが，残念ながら思わ

しくありません。もし貴方がここに居て，少く共

幾つかの会社の人事担当者に，貴方の計画を売

り込むことが出来れば，或いは，私が現役の管

理者の地位にいれば，貴方の希望はかなえられ

たと思われます。しかし私は5年以前に退職し

てしまい，私の力では必要な資料の入手は困難

なようです。

私は枠外給付が，大変複雑な問題を持ってい

ると思います。年金コストだけで或る会社は，支

払賃金の 8%から 10%の額にまでなってしま

っており，生命保険，健康保険，労災保険は非

常に広く普及しました。加うるに下位の幹部を

も含めた幹部達のための，各種の特権や付属物

は急速に倍増していますが，それらは記録され

たり公表されたりするものではありません。例

えば，純粋に個人的目的のために会社の自動車

が利用出来る会社を，私は知っています。明らか

にこれは俸給が増えても，実際上は僅かの収入

増にしかならない高所得者層への，高率の所得

税制度の結果であることは，貴方にはお判りの

ことと思います。多くの事業管理者達は，この悪

い慣習に容易に染り，仲々そこから出られない

でおります。

私が強い関心を持っている貴方の研究につい

て，希望されている資料を入手出来る地位に居

なくて申訳なく存じます。」

1958年3月4日 ジャッグスよりパーナード
J¥ 

「私の求めている資料の入手に努力下さいま

して，有難うございました。私は貴方の困難を

理解いたしております。

私は米国にいる昔の同僚から，多分必要な資

料を得られると思います。しかし私は貴方が私

に下さった枠外給付の情報に，感謝いたしてお

ります。…

貴方が関心をお持ちと思われる資料を，今後

も時々送らせていただきたく存じます。」

以上のようなバーナードとジャックスの書簡

は，われわれに幾つかの事実を教えてくれる。

(1) ジャックスは， バーナードの 2つの書物

を読んでおり，それを利用しながら 1956年頃，

すでに産業における管理者組織の一般理論の構

築を試みていたこと。

(2)ノミーナードは， ジャックスの「責任の測

定」を読んでおり，それに大体同意を与え，高く

評価していたこと。

(3)ノξーナードは， ジャックスの研究の意義

を認め，これに協力しようとの意図を持ってい

たこと。

(4) ジャックスもバーナードに尊敬を払い，

常に彼の助言を求めていたこと。
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ところで、バーナードがその完成を待ち，その

考えが纏まれば，早速知りたいと言っていた

ジャックスの産業における管理者組織の一般理

論の構築と看{放される研究は， 1976年に「官僚

制の一般理論 (AGeneral Theory of Bureau_ 

cracy)jと題して公にされた。次に節を改めてこ

の構想を見ょう。

四，ジャ'"クスの官僚制度論

〔ー〕官僚制度の意義と構造

1. 官僚制度の規定

ジャッグスは，官僚制度を考える前提とし

て，官僚制度と団体 (association)とを区別して

いる。即ち団体とは，共通の目的を持った人々

が集まって明確な規則や規定をもった制度で、あ

り，性格的には個人の集合として，個人の力を

基礎とした政治的又は準政治的な制度である。

株式会社における株主の団体に認められるよう

に，人々は持分を持つとか，一定の資格を持つ

ことによって，団体のメンバーとなり，その後

は，特に彼等の創意、を団体のために用いなくて

も，メンバーの地位を維持することが出来る。

彼等相互の関係は原則として平等で、あるが，個

々人の実際の影響力は，各人が他のメンパーに

支持される割合(例えば投票数のうちどれだけ

を獲得するか)によって決まって来る。一般に

団体は全メンバーにより選ばれて，当該団体の

ために働く権限を与えられた代表者としての役

割担当者を通じて，機能している。しかし原則

として構成員が平等な権利を持って構成される

こうした組織形態は，継続的な産業活動などに

とっては 50人程度の規模を限度として， 多く

の場合非効率的な側面が強まると考えられて

いる。

従って，多くの団体は，その共通目的を達成

するために，人々を雇用し階層的にこれを組織

化する官僚制度を利用することとなる。即ち，

「官僚制度とは，そこで人々が，賃金・俸給のた

めに働くように雇用された階層的に形成された

管理的雇用システムである。言し、かえれば，順

次少く共1人の雇用された職員を有する 1人の

管理者を伴った階層化された雇用階層組織 (a

stratified employment hierarchy)である。21)j

従って官僚制度は，その構成員を雇用している

団体とは区別された制度で、はあるが，その存続

は，雇用団体の存続に依存し， l'官僚制度の機

能は，この雇用団体の利益のために仕事を行う

ことである。21)j従って， l'官僚制度はそれ自体

では，権力の集権化でも分権化でもなく，人間

的なものでも非人間的なものでもなし、。それは

依存的制度であり，社会的用具であり，官僚制

度を利用する団体から，基本的目的や性格を取

り入れているものである。22)j 

官僚制度は，このように仕事のための制度で

あり，今日の大規模な社会的・政治的・教育的

及び生産的諸技術が，社会の必要としている豊

かさや，経済的保障を提供することを可能なら

しめている社会的機構の 1つであり，特に多数

の人々によって行われる産業活動に適した組織

形態であると言える。そこでは，人々の関係は

全体として仕事の役割を中心として構成された

階層をなしており，任命された役割における管

理権限の行使に基づいて機能する個人的責任シ

ステムが認められる。

官僚制度をこのように仕事のための雇用制度

と考える時，その中心をなすものは雇用契約で

あり，管理者と部下との聞の役割り関係であ

る。この関係は， 1人の上位者が， 彼自身の仕

事の質のみならず，部下の仕事の質に対しても

責任を持つ関係であり，この責任を達成するた

めに必要な権限が，上位者に与えられることと

なる。従って官僚制度は，雇用団体の下に3つの

階層，即ち，直接雇用団体に，業績についての

責任を負う最高管理者層と，その最高管理者に

対して，部下の業績について責任を持つ下位の

管理者，及びその部下との3種の構成員を持つ

ことによって，一応完全な形となる。官僚制度

とは，少く共こうした3階層の環の重なった連

鎖より成っていると考えられる。

21) E. Jaques， A General Theory of Bureaucracy， 
1976， p. 49， 

22) ibid.， p. 24. 
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官僚制度では，このように管理者は上司に対

して部下の仕事の質に対する責任を負わなけれ

ばならない事から，最低次の条件が与えられる

ことが必要である。

(1)管理者は，部下に委譲出来る課業を定め，

割り当てる資源を決めることが出来なければな

らなし、。

(2)管理者は， どのような部下を持っかを決

めることが出来るか，または，彼が委譲した課

業を遂行する能力を欠いた部下の仕事に対する

責任を，強制されないことが必要である。この

ためには，①部下の空席への申込者を，拒否す

る権限が与えられていなければならない。彼

は，上司によって選らばれた人の中から，空席

を埋める人を選ぶ場合でも，能力が無いと思わ

れる人の任命を拒否出来なければならない。②

部下の業績を評価し，その評価を賃金や今後の

職歴の選択に反映させる権限を持たなければな

らなし、。③部下が必要とされる最低の能力を持

っているかどうか判断する権限が，与えられて

いなければならなし、。もし能力が不足している

と思われる場合は，上位管理者と協議して，管

理者に要求されている業績水準を低下せしめる

か，または代りの人を部下に選ぶかの機会が，

与えられなければならなし、。そうでなければ，

部下が管理者を止めさせる権限を持つと言う事

態が生じることとなる。従って，こうした権限

の与えられていない管理者は，部下から見て軽

蔑の対象となり，ストローボス (straw-boss)と

か仲介者 (middleman) とか呼ばれることとな

る。

因みにグレーシャ一計画における職場委員会

は，管理者の権限が明白でない場合に，労働者

が蒙る困難として，次の諸点を指摘している。

(1)権限を持つ人に会う前に，権限の無い人

に会わなければならない。

(2)現場段階で決定出来ないということは，

労働者の代表が，管理システムを順次上にたど

って決定を求めると言った，元来管理者の業務

である役割を負担しなければならないこととな

る。

(3)会社は労働者が不十分な管理指導しか受

けていないにもかかわらず，監視だけは，過度

に行われているような感じを持つ。

(4)誰によってどんな権限が遂行されている

のかが判らず，決定権を誰が持っているのか判

らない。

各構成員は，有効な管理権限を持った直接の

管理者を持つことを期待している。管理者は，

直接に部下の仕事を指示出来るように十分に部

下と密着しており，彼自身が直属の部下の各人

の効率を知っており，個人的に仕事と仕事に関

した判断が出来，同時に苦情を取り上げること

が出来ることが必要である。そして，管理助手

や専門スタップ達は，指令の直接ラインから除

かれていることが期待されるo このためには，

(1)現場段階での管理機構が明確化されてお

り， (2)第 1線のライン管理者と作業員の聞の

関係に，侵入する可能性のある助手や専門家達

の役割りを，明確にしておく事が必要である。

管理者と部下との関係は，高度に人格的なも

のであり，管理者は部下の行動を評価すると共

に，それを上司に報告する義務を持つ。その際

①結果の客観的な評価と報告，即ち目標と実際

の生産高との聞の関係についての評価報告が行

われる事と，②個人の能力の主観的評価と報告

とは，区別されなければならない。そして，部

下は，自己の能力に対する管理者の判断を知る

ことが出来，上司が彼の業績に不満を持つ場合

には，業績改善のための訓練を受ける機会が与

えられるべきであり，また上司の判断に不満を

持つ場合には，直属の上司より一階層上位の管

理者に訴える権利が与えられるべきである。

2. 個人の仕事能力と管理階層

官僚制度は，前述のように共通目的を管理者

を通じて課業の形で個人に割り当て，各人にそ

の目的の達成を求める管理者一部下のピラミッ

ド型の階層的役割関係のネットワークを形成し

ている。各人の分担している課業は，各人の仕

事が統合されて統一化された産出を提供するよ



16 (16) 経済学研究 33-1 

うな方法で，他の人々の課業と結び合わされて

いる。この関係は，部下の立場よりすれば，変

化する環境条件の下で，各人は与えられた期間

内に，定められた費用の範囲内で，定められた

方法に従って，一定の質を維持して，管理者か

ら要求された産出を，予測出来ない環境の下で

でも，生み出すように，各自の判断力を行使し

なければならないことを意味している。この判

断の行使に際して，仕事が要求する性質と個人

の持っている性質乃至能力とが適合する場合，

官僚制度は最も有効に機能することとなる。

仕事の性質を規定する各種の条件の内で，ジ

ャックスが注目するのは，管理者によって与え

られる判断の時間幅である。各人は許された範

囲の時間内に，目標の産出を生み出すための計

画を立て，仕事を組織化し，予測出来ない困難

を克服しながら，自己の判断に従って行動しな

ければならなし、。それは，管理者の側からすれ

ば，部下が期待通りの仕事を行っているかどう

かの評価を行う以前の，部下に自由裁量を委か

せた時間幅であり，それは賦与した目標達成の

時期と一致する場合もあるし，それ以前の場合

もある。それは管理者が部下の判断に依存しな

ければならない最大の時間幅である。

グレーシャ一計画に従うと，この業務の遂行

のために与えられた時間幅は，仕事の客観的尺

度に関係し，仕事を行う責任の水準に関係す

る。仕事における責任感は，問題解決に際して

経験する不確実性についての感覚と一致する。

仕事に要求される努力の大きさについての感覚

は，その仕事に附属する責任の大きさの感覚に

関係し，責任の大きさは人々が彼の問題解決の

ために，自己の活動を組織化する時間の長さに

関係して決る。彼に与えられた仕事の目的達成

の時聞が長い程，責任は重く感じられる。今，

未知の未来に対して，現在を組織化して理念と

して始めたものを，次第に形あるものにさせ

て，遂に実現して行く人間の資質を，仕事能力

(working.capacity) と呼ぶとすれば， 仕事能力

は，この時間幅によって現わすことが出来よ

う。それは仕事を行うことに関係する意識的・

無意識的過程の相互作用を含み，時間幅が長く

なる程処理しなければならない問題が増すこと

となるからである。

官僚制度をこの時間幅尺度を用いて見なおす

と，多様に見える官僚制度に共通する階層化の

構成原理が認められることとなる。即ち，多く

の官僚制度における組織図上の管理者は，実際

の管理者ではなし、。ジャックスは自己のみなら

ず他の人々によって，各国で、行われた調査を含

めて 100件以上の事例において，人々が実際の

自己の管理者であると認めている人々の時間幅

によって計られた位置を調査して，同様な結果

を認めている。第 1表は，これを図示したもの

である。

即ち， 具体的には， 3ヶ月以下の時間幅を持

った役割の人々は，彼等の実際の管理者とし

て 3ヶ月以上の時間幅の最初の役割を占めて

いる人を指摘した。 3ヶ月と 1年の聞の時間幅

の役割を占める人々は 1年以上の時間幅の役

割の最初の役割を占める人を指摘し 1年と 2

年の聞の時間幅を占める人々は 2年以上の時

第1表

部門担当重役

生産取締役

3 年 工 場 長

2 年 本 音E 長

18ヶ月 作業所長

l 年 苦E 門 長

6ヶ月 職 長

3ヶ月 補助職長

1ヶ月 且医と 督

1週間 補助監督者

E. Jaques， A General Theory of 
Bureaucracy， 19676， p. 134 
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間幅の最初の役割を占める人を，同じく 2年以

上5年までの時間幅の人は 5年以上 5年と

10年の聞の人は 10年以上， 10年以上では20年

の水準を境としていることが認められた。(た

だし 20年以上の幅については，未だ十分には

確認されておらず，若干の推測が入っている)。

これを整理すると第2表のようになる。

官僚制度の管理階層は，基本的にはこの時間

幅で整理され，同一層に含まれる人々は，例え

組織図により幾つかの階層を作成しでも，実質

上は一層上の最初の階層の人を真の管理者と看

倣して行動することとなる。官僚制度における

総ての役割は，時間幅で仕事のレベノレを測るこ

とにより，その役割が自ら定まる訳であり，最

高管理者の役割の時間幅が定まれば，階層の

数，従ってその役割の下に置かれるべき役割数

が自ら決まることとなる。もしも最高管理者の

役割が3年の時間幅の仕事であれば，その官僚

制度は 4階層をなすこととなるであろう。た

だし，最低層が6ヶ月の時間幅の役割であれ

ば，その組織は最低の 1層を欠くこととなろ

う。

もし同一層内に複数の役割レベルが設けられ

ると，仲介的管理者を迂回する情報径路が生じ

る結果となる。そして形の上では，部下の賃金

の査定を行うはずの管理者よりも，もう 1つ上

の層の人が最終的決定を行い，また部下の仕事

を決定する上司の決定に，もう 1つ上の層の人

が干渉を行う事態が生じ，その結果同一層にあ

る上司は，無暗にえばってみたり， トラフaルか

第2表
時間隔 階層

第七層
20年

第六層
10年

第五層
5年

第四層
2年

第二層
1年

第一層
3カ月

第層

E. Jaques， op. cit.， p. 134. 

ら身をヲ!¥，、たり，或いは一層上の管理者は直接

下の管理者が，その部下に対して与える決定に

確信が持てなかったりする現象が生じる。官僚

制度に屡々見られるレッド・テープ主義の生じ

る大きな原因はここにある。

ジャックスは，官僚制度に普遍的に見られる階

層制は，人々の仕事能力に認められる性格に基

づいていると考えている。彼によれば，人間の

仕事能力は，非連続的な性質を持っており，そ

の量的変化がやがて質的な変化を生み出すもの

である。丁度自然界に見られる温度の差が，氷

→水→蒸気の変化をもたらす如くである。この

非連続性が3ヶ月， 12ヶ月， 2年， 5年， 10年

と言った各階層の区別を生み出すので，各階層

に属する人々の聞には，彼等の仕事への知覚，

企画，組織化及び彼等の働く世界への理解に，

質的な差が認められると考えている。ジャック

スは，この能力の差を次の様に人々が判断に際

して用いる抽象化段階の差として捉えている。

《仕事能力第1グループ(抽象の第 lレベルn
3ヶ月以下の時間幅をもった役割の一般的特

徴として，課業が具体的言葉を用いて割り当て

られ，直接に生産高と物理的な関係で示される

ことを指摘出来る。計画は，生産される産出

が，直接知覚出来る形によって描かれ構成され

ている。即ち課業の対象が「この金属片をこの

道具を使って加工する」と言った形で、示されて

いる訳で，抽象化の程度が極めて低い段階が考

えられる。知覚原動的具体化 (theperceptual‘ 

motor concrete) と名付けられ， この形で働く

人々は，仕事能力第1グループと言われる。

《仕事能力第2グループ(抽象の第2レベルn
時間幅 3ヶ月の水準と， 12ヶ月の水準との間

では，課業は，その企画に際して想像力の行使

を要求するようになる。例えば，病棟の看護婦

(a ward sister)は， 医師の処方筆を解釈して，

医師が規定しなかった患者の必要性を判断し，

部下の看護婦に仕事の優先順位や企画の枠組み

を与えなければならなし、。同様に職長は，自己

の管理する部門の毎週の仕事を企画し 9ヶ月
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以内に有効に働くような新しい生産方法の準備

で，操作係のための訓練計画を立てて，実行し

なければならなし、。これらの課業には，完全に

かつ物理的に規定出来る枠組みはなく，知覚原

動的操作によってのみ規定出来るようなもので

はなし、。課業は，何が必要か，どのような障害

が予想され，どうそれを克服するか，そのため

の準備をどうするかと言った想像力を必要とし

ている。感覚的なテストなしに，具体的問題を

予想し働きかける能力である。この抽象力を持

って働いている人々は，仕事能力第2グループ

である。

《仕事能力第3グループ(抽象の第3レベルn
時間幅が1年から2年の水準においての課業

の特徴は 1度に個人の責任分野の全体を概観

したり想像したりすることが，物理的に不可能

となり，このために心の中で全体を考え調べる

こととなる。このレベルで、用いられる特徴的言

葉としては，計画，費用要素，割合等の概念的

言葉がある。仕事の全体が継続的に調査され，

各部分相互間の関係が知覚され，心の中に描か

れた具体的企業像が修正され，新しい指令が出

されることとなる。典型的には，従業員 150人

程度の企業の最高管理者に要求される抽象能力

であり，この段階で働く人々は， 仕事能力第3

グループと言われるO

《仕事能力第4グループ(抽象の第4レベノレn
時間幅が2年である才能レベルでは，課業の

遂行に用いられる抽象性に深い変化が生れる。

典型的には， 1，500人から 2，000人程度を管理

する人に要求される抽象化能力で，考えと仕事

とが具体的なものから抽象的なものとなる段階

である。それは，単なる実際的・現実的に対応

する抽象性ではなく，言葉・概念・信念などを

用いる時に見られる或る特殊な様式で抽象を行

うものである。課業は既存のものと知識の上で

は関係するが，従来とは異なるものを作り出す

ことが要求されている。それは，既存のものの

修正や拡大で、はない。例えば機械の設計を行う

場合，抽象の第3レベル以下の人で、は，具体的

な現物の模型に近い設計を行うであろうのに対

して，抽象の第4レベル以上の能力の人達は，

その重要な特徴を分析し，それを圧力，力，動

きの方向，自由度，その他，抽象的言葉で表現

し，後に自己の設計を従来の型にとらわれるこ

となく，具体的な形に翻訳することが出来る。

彼等は，未だ存在しない独創的なデザインを考

えることが出来る人々である。実際に存在して

いるものにとらわれず，自由に考え，その考え

を具体的事物に具体化して成果を挙げて行くこ

とが出来る O 従って，工場の支配人であれば，

彼の工場の半分以上が3年半の聞には，新しい

市場のための異なった生産を行い，他の半分

は，その期聞に導入される新しい方法や設備で

生産活動を行うように計画を立てるように要求

され，それを実行出来る。販売部長は向う 4年

間に，或る部品の購入を止めて，代りに全く新

しい供給網を開発するように要求されて，実行

することが出来る。

このレベルで、は，普通上司から直接に命令さ

れることは少なく，また総ての部下を見知るこ

ともなし、。組織の産出高や企画は，具体的な形

で予見され構成されている訳ではないが，全体

像は直観的に把握されている。その具体的目標

は，仕事の進行過程自体の内に作り出されて行

く。素材から離れて，これを客観的に眺め，既

存のものにとらわれることなく，具体的問題に

取り組んで行く。こうした抽象レベルで、働いて

いる人々を，仕事能力第4グループと言う。

《仕事能力第5グループ(抽象の第5レベルn
時間幅が5年から 10年に及ぶこの抽象化の

レベルは，普通5，000人から 10，000人を雇用

する企業の主要幹部や行政事務における次官ク

ラスや，或いは多くの専門家において見られる

直観的に構成された理論と，その応用に特徴を

もった能力で、ある。即ち，この能力の保持者

は，いちど具体的なものに接触すれば，そこか

らその特徴を直観的に把握し，既に保有する理

論を修正し，修正された理論の範囲内の他の類

似した問題についての対応を理解することが出
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来る。例えば， 7年の時間幅を持つマネジャー

は，彼の部下の開発している製品の模型を，そ

の初期段階に一度調べれば，それが完成した段

階では，実物に直接接触する必要を感じること

なしに，それが利用出来る市場や性能，その他

の関係数字を調べて，必要な判断を行うであろ

う。彼等は直観的に構成した理論の枠内で，判

断を行うことが出来る訳である。因みに，より

低い程度の抽象レベルの能力しか持たない人々

は，具体的な模型を見ることなしには，数字や

その他の情報は理解出来ないと考えられる。従

って，このレベルの人達は，専ら長期的行動の

枠組みを考え，その枠内での具体的実施は，部

下に委せることが多し、。こうした段階で仕事を

する能力を有した人々を，仕事能力第5グルー

プと言う。

《仕事能力第6及び第7グループ(抽象の第6

及び第7レベルn
10年の時間幅で始まる仕事能力グループと，

20年の時間幅で始まる仕事能力グループの存

在する証拠が，官僚組織から得られる。規模と

しては 1万人から 10数万人の人々を雇用し，

中央政府とも色々関係が出て来る組織が考えら

れる。この水準では，もし技術的に許されるな

らば，並列的関係 (collateralrelations)で部下

の活動を指揮し調整することから離れて，政策

制定による管理へ向う動きがある。即ち階層 5

の管理者は，独自の損益計算に基づき開発，製

造及び販売をそれぞれ担当している部下を管理

する訳であるが，第6以上の階層では，そうし

た開発・製造及び販売をまとめて行っている幾

つかの事業部や子会社を管理するための財務・

市場・製品に関する政策の制定を行うこととな

る。ただ，これらの水準の管理者の能力の分析

は未だ完全なものとはなっていない点がある。

以上の記述を要約したものが第3表である。

ジャックスによれば，時間幅と個人の仕事能

力の聞の関係は，基本的には断片的情報の精神

的組織能力にあると考えられる。達成されるべ

き仕事の目標への時聞が長い程，即ち時間幅が

大なる程，投入される情報量は大きくなり，企

てられるべき副次的活動は多くなり，複雑な概

念化や副次的概念をより大なる概念へと導く能

力を必要とする。個人の操作出来る概念の階層

第3表 階層と抽象のレベノレの要訳

間抽
公正 従最業大員

抽象の
賃(1975金〕
の数 グループ

接象 (年) レ♂くノレ 〔労働集 工業 I~ I行政の正常な の性質
的的 £ 約的〉 商業 軍中 機関 立地

制?度 170， 0001-150， 000 
社|軍隊|長官lZ界島I? 般 W

的 20 
指 vl λりレープI軍 団I助副議役長I幾国つミのI? ‘ 
令 10 一直剖一， .観正旦-1 35，000'，-20，000 

V 完全なl 1 11国全|
理論 開発製造師 団次 官体に及ぶ ? 

5 概念的 18，0001-2，500 
事中規模業I旅 団I書記官補I地方的I? W 

2 モデ'ノレ 8，0001= 350 

1人「 lEfo，oool相互直兵 E 想像的
体 調査 又は事業大 隊 長〉平方 認 識

単位 フィート
的 1 4，8001- 50 

l中隊[日長|500o l相互接 E 想像的
具体化 係 j、 隊(副上長〕平方 知 識

一一一一一一 3，0001- 1 
フィート

指
(3ヶ月〉 監督者及|将校以外書記又は500平方対 面
知覚 び作業場の階級 事務監督フィート関 係

原動的 事務所段 者 までの監

% 階 督
具体的 150平方

フィート
までの作
業場・事
務所

E. Jaques， op. cit.， p. 153 
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が幅広い程，彼の組織化出来る情報の断片の幅

は広くなり，彼の仕事能力も大きくなる。この

概念化は性格的に非連続であり，人々の仕事能

力も非連続であると考えられる。例えば，仕事

能力第1グループ。の人が行っている仕事は，総

ての人が行えるが，その仕事が人々に対して持

つ意味は異なっている。同じコピーを作る場合

でも，仕事能力第 1グループの人は，コピーが

美しいと感じる。これに対して仕事能力第2グ

ループの人は，果して自分が本来行うべき仕事

であろうかとの疑問を感じ，第3グ、ループの人

は，部下の仕事を経験する機会と感じ第4グ

ループの人は，もっと能率よくコピーを作るた

めに，もっと合理的組織化の方法は無し、かと考

える。こうした個人の能力の差を考えて，それ

に適合した性格の仕事が与えられることを必要

とする。

ジャックスによれば，この人聞の，仕事能力

は， 年齢と共に上昇し 40歳以上まで上昇が

続くが，特に高い能力の人は，一生涯この上昇

が続くと考えている。彼は，この人々の仕事能

力の成長形態を，個人が自分の能力にとって公

正であると考える賃金額を手掛りに，その額を

時間幅になおして，合理的と考えられる仕事水

準を年齢と組み合わして測定することにより，

予測モデルを第4表のように整理している。

即ち.彼によれば，経験上産業においては，

仕事水準

5年

2年

1年

3ヶ月

第4表能力上昇線列

15目or 110目。1_7.5 
5.0 

3.5 

2.0 

l目5

1.0 

0.5 
0.1 

10 

25 30 35 40 45 50 55 60 65 

年令

収入増加年令覚料(1970年改定)

E. Jaques， op. cit.， p. 164. 

20歳から 25歳程度までの聞に，個人の仕事能

力の発達のレベルや型は決まってしまうので，

その後の発達は，大体能力成長調査のカーフ守か

ら推定出来るとしている。例えば，第 1階層か

ら始まって，終生その階層にとどまる人と， 40 

歳程度で第2階層に成長する人，及び， 30歳で

第2階層に成長L，更に 55歳で第3階層まで成
長する型の人が存在する場合もある。同様に，

25歳で既に 2年間の時間幅をもっ仕事能力を

持ち， 30代前半で5年以上の時間幅の仕事能

力を持ち，将来は 15年以上の時間幅を持つ仕

事能力を持つにいたる人も考えられるとしてい

る。そして能力に適した本来の役割の賃金と，

その人の実際の役割の仕事水準に基づいて支給

される賃金との差が喰違いを生じた場合，実際

の賃金が 10%低いと感じられる住事水準では，

単調感を感じ， 20%以上低いと不当に低い雇用

と感じる。逆に 10%高いと緊張を生じ 20%高

いと感じる仕事水準では挫折感を持つことが知

られている。また能力以上の仕事水準の役割に

つくと，部下に仕事を委せられず，常に口出し

をして部下の創意の働く余地を失わせる。

官僚制度の在り方は，この様な構成員の仕事

能力の成熟程度に影響される。即ち，構成員が

仕事水準の階層を 1段階上って成長すると，そ

の組織は垂直的拡大が行われ，従来の第 1階層

の人々と第2階層の人々との聞に. 新たな第2

階層が入札組織全体の再組織化現象が生じよ

う。また最高管理者の所属する階層に部下が成

長して参加して来ると， リーダーシップの取り

合いが始まったり，一方が組織を去ったりする

現象が生じる。また最高管理者以外の管理者の

所属階層に部下が成長して参入する場合は，組

織の側面的拡大が行われ，新しい部門が設置さ

れたり，或いは新しい仕事が見出せず，能力の

成長を見たにも拘らず，従来の役割に留まらね

ばならない場合は，仕事に単調感を覚えて組織

を離脱すると言った現象が生じるであろう。

しかし同時に，組織が従来からの生産や会計

上の慣行を維持し，累積して来た経験的知識を
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維持活用して行くためには，長年同ーの職種に

留まっている人々を必要とするために，その仕

事能力が同一階層にとどまっている人々をも必

要とする。そうした人々は，同一階層内での最

高の地位を占め，その階層内での安定したリー

ダーシップを維持する機能を担う事となる。け

だしこうした人々は，特に新しいことを付加し

たりすることなく，役割の指定限界内で程よく

判断を下す。行動は安定しており，信頼性があ

り，彼の後任者を訓練するのに重要な機能を果

すであろう。これに反して近い将来， 1つ上の

階層に上る潜在的能力を持った人々は，想像力

に富み色々な着想を試み勝ちであり，その結果

屡々誤まった判断を下す場合が生じるのであ

る。ただそうした人々の課業遂行の速度や結果

の質，或いは問題を処理する能力には，勝れた

ものを認めることが出来る場合が多い。

3. 官僚制度における雇用

官僚制度における従業員は，雇用契約におい

て同意した条件内で，同意した仕事を遂行する

義務を負っている。今官僚制度が人間的でかつ

創造的な制度であるためには，雇用される従業

員には，課された義務に相応した権利が与えら

れるべきであろう。このためには完全な管理者

部下の役割関係を確立する条件を設けるべき

である。具体的には，各従業員が自己の所属す

る仕事水準の階層より必ず1階層上の管理者を

持っており，逆に各管理者の部下は，仕事水準

の階層が 1階層下の階層に属する人々であると

言う構成が必要であるO この関係が崩れると，

管理者は部下の仕事に必要以上の干渉を行い，

部下の自由が犯されることとなる。けだし，同

一階層に属する人々の仕事に対する視野は，同

じ範囲に留まるために，部下に自由な判断を行

わしめる余地が存在しないためで、ある。

こうした管理者一部下の関係が与えられると

共に，各従業員には，次の 4つの権利が与えら

れていることが必要である。

(1)雇用機会や，個別的機会が豊かに与えら

れていること。

人々が自己の経験と関心に従って，自己の仕

事能力水準に合致した雇用機会が見出される事

が必要である。何故ならば，自己の仕事能力以

下の仕事水準の役割しか与えられない場合に

は，仕事の単調感からやがて自由を制約されて

いるとの憤りを感ずるようになるであろう。逆

に自己の仕事能力以上の仕事水準にしか雇用機

会が与えられない場合には，判断力がにぶり，

挫折感に悩まされ，彼の上司は彼に代って判断

しなければならなくなり，自己の自由を制約さ

れたとの不満を抱くこととなる。従って，一企

業内の雇用機会で不足する場合には，企業聞及

び他の異なった業界相互の聞の自由な雇用の移

動を促進する社会制度が保障される事が必要で

あろう。

(2)雇用されている組織の政策変化の統制に

参加する権利が与えられていること。

従業員は，彼等の将来の雇用機会に不利に作

用する可能性があると考えられる組織の変化の

統制に，集団的に参加する権利が与えられるべ

きだと考えられる。もし制度的にそうした権利

が与えられていないと，従業員に不安な感情を

長期間持たせて，その能力の発揮を妨げ，また

主要管理者に従業員の正確な要求に対する理解

を不足させて，誤まった政策を取らせる危険性

が指摘出来る。今一般に従業員の経営参加形態

として考えられているものには，次の 4つのタ

イプカ1ある。

(a)忠告的労使協議会の形式

労使協議会制度を利用した参加形式は，議題

から賃金や労働条件のような団体交渉で取り扱

うものは除かれる結果，従業員にとって一番大

切なものが取扱われないことになる。従って，

この形での参加は，不十分な結果しか得られな

いものとなる。

(b)いわゆる参加的管理と機能的に自主的仕

事集団

これは， リyカート (RensisLikert)によっ

て代表される参加型式である。集団的に部下と

相談し，合意、に達しようとするものであるが，
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こlの形の参加は官僚制度の管理者一部下と言う

関係では，基本的に相容れない型である。リッ

カートにより描かれているものは，正確に言え

ば，集団的決定ではなく，集団と相談して行わ

れた管理者自身の決定である。例えばそこでは，

投票による多数決原理は採用されない。何故な

らば，管理者は管理責任を部下に譲れず，上司

より与えられた仕事が達成出来ない場合の責任

は管理者が負い，部下が負う事とはならないか

らである。管理者に要求されている事は，判断

を下し，彼の責任で集団メンバーに指令を出

し，彼等の業績評価を行う事ーである。その事自

体は，決して専制的な行為を意味するものでは

ない。問題は，従業員の参加により選ばれた代

表によって了承された管理上の権限の限界が明

確であり，管理者の行動がその範囲を超えてい

なし、かどうかと言う点にある。

(c)労働者重役制度による形式

この制度は，せいぜ、い参加への要求を緩和す

る程度のものであろう。何故ならば，労働者重

役は，取締役会を団体交渉の場に変えるか，ま

たは労働者の立場を放棄して，取締役に徹する

かの何れかとなろう。さもなければ，取締役会

の一員として，賃金や労働条件の交渉を行う準

備を行い，自己の選出母体と団体交渉をすると

言う矛盾を見出す事となろう。

(d)ユーゴースラピヤやイスラエルのキブツ

等に見られる労働組合主義の形式

労働組合主義に基づく参加は，従業員自体が

自分達を雇用する雇用団体を作る訳であるか

ら，自分が自分と交渉すると言う形となり経営

の弾力性を失う事となる。

ジャックスはこう指摘した後に，組織の政策

変化の統制に参加する形態を考える場合に留意

するべき点を6つばかり挙げている。

①政策の決定と，政策に基づく執行者の決定と

を区別して考えること。即ち管理者の決定や行

動が行われる枠組みを決める政策の決定につい

ては，雇用団体と従業員代表とが交渉する事が

出来る。しかし管理者(執行者)の執行上の具体

的な決定に対して，従業員代表がし、ちいち交渉

する事は出来ないし，またするべきではない。

ただ，彼等の決定が，例えば特定の工場の閉鎖

に繋がったり，生産ラインの変更を伴ったりし

て，従業員の将来の雇用機会に及ぼす可能性に

ついては，従業員代表が意見を述べ交渉する道

が聞かれていなければならない。

②総ての主要な従業員集団は，集団毎(例えば

職場毎)に彼等の代表を選び，代表を通じて参

加乃至は交渉する権利が認められるべきであ

る。この権利は，人々から不必要な精神的緊張

を取り除くこととなろう。

③従業員代表によって，参加が認められる問題

は，主要な従業員集団に関心のあるものの総て

に及んでいるべきである。

④従業員集団の構成員は，彼等の選んだ代表に

よって結ばれた，協定を受入れなければならな

L 、。

⑤従業員とその代表達は，取締役会や政府のよ

うな支配団体 (thegoverning body)や主要管

理者が企画している変化について，前もって詳

細に知らされていなければならない。

⑥総ての主要従業員集団の代表が，主要管理者

と会議する機関(例えば委員会)を設定し，か

かる機関での決定は，原則として満場一致であ

るべきで，不本意の変化は強制されるべきでは

ない。

力 (power) は， 通常履行されるべき責任や

必要とされる権限として発生するが，総ての人

々がその責任や権限に同意する保障はなく，こ

の発生過程で屡々高藤が発生する。こうした場

合，共通の関心を持たせて互恵的な協定を発見

する努力が必要となる訳であるが，そうした協

定を見出す前に，行動を行う必要がある場合に

は問題が生じる。グレーシャー金属では，そう

した場合は，主要管理者が自己の責任で行動を

行うと共に，同意が得られるまで委員会の討議

を続ける事としている。ただし過去25年間，そ

うした必要は，極めて稀れであった。総ての管

理者の責任と権限が，ここで論じられ規定さ
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れる事となる。

なお官僚制度の最上位の最高管理者は，従業

員集団と雇用者団体及び消費者の 3集団からの

影響力の焦点にあり，この 3つの利害関係者集

団の要求を仲裁する能力が要求されているとジ

ャックスは考えている。(第5表参照)

(3)公正な報酬の与えられる権利

組織の生産能力が低くて，人々の生存をかろ

うじて保障出来る程度の財やサービスしか生み

出さない処では，平等主義的配分が行われよ

う。しかし生産力がその水準を越えると賃金格

差の問題が生じる。この賃金格差の問題は，雇

主が公正と考えるよりも，受取る従業員自体が

公正と考えるものが大切である。従って，賃金

差額の決定は，従業員代表が行うべきである。

管理者階層組織

E. Jaques， op. cit.， p 217. 

この場合の原則は，①人々の仕事能力のレベ

ルと②彼等に与えられる仕事レベル，及び③彼

等に対する賃金支払の要素が等しい関係を保っ

ていることである。グレーシャー金属での 20年

間の研究では， 約 90%の相関関係で， 時間幅

と公正と感じられる支払の聞の関係が，総ての

仕事で見出されており，同様な結果が他の企業

からも報告されている。人々の公正賃金と認め

る賃金格差は，仕事レベルの差に応じた格差と

一致しており，この点についての人々の異論

は，ほとんど見当らなかった。人々の不満は，

自己の能力に応じた仕事レベルが与えられてい

るか否かにあった。

(4)個人の訴訟権が認められていること

官僚制度では，管理者は部下に仕事を割り当

て，業績評価を行い，増給や減給を決め，昇進

の決定を行う。その聞には，管理者の判断の余

地が多く残されている以上，部下が管理者の判

断に不満を持つことは避けられなし、。また部下

は，管理者のために働くけれども，雇用契約

は，直接に管理者と行ったのではなく支配団体

(governing body)と行ってし、る。従って人々 は，

彼等の不満を訴えて自己を保護する機構が設け

られていることが必要であるO このために部下

40 
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は，直接の上司の所属する階層より 1つ上の階

層に属する管理者に，自己の不満を訴える制度

を設けるべきである。具体的な訴訟手続は，各

種の官僚制度で異なり得るが，こうした制度

は，管理者の権限を下位の人に容認させ易くす

る機能を有している。

〔二)官僚制度の機能過程

1. 仕事の階層組織

官僚制度の機能過程を考える場合，仕事の階

層組織と，個々人の給与や資格に関係する格付

の階層組織とを区別して考える必要がある。ま

ず官僚制度は，制度を設けた目的を具体的な課

業の形に分割することによって機能する。この

場合，設立目的や目的達成の企画の現業的乃至

は操業的課業 (operationaltasks)と，操業的課

業を援助するための支持的課業 (supporttasks) 

とを区別することが出来る。この区別は，階層

性組織における各種の地位の聞の責任と権限を

定める基礎となるものである。即ち組織を構成

する実際の過程においては，まず操業的活動の

ための組織的骨格を構成し，次いで、この骨格の

周辺に，支持的活動の組織を構成するからであ

る。

ジャッグスは，この官僚制度の機能的側面を

社会的交換と言う面より 3つの主要側面に区別

している。第1に人々が期待しているものを提

供するように，取引の内容を修正改善して行く

開発 (development，D)の側面がある。第2に，

取引に含まれる財や，サービスを生産する製造

(manufacture， M)の側面，及び他の人と接触し

て他の人々の欲求や関心を評価して，取引を有

効ならしめる販売 (selling，S)の側面である。

最高管理者は，この開発・製造・販売の各課業

の全体的調整を行う責任を持っている。彼は，

この 3機能を組み合わせて，戦略や戦術を形成

する立場にあり，その決定に基づいて官僚制度

への組織的骨格が形作られる。

官僚制度の組織的骨格には， 3種の異なった

種類の管理スタイルが存在する。まず委譲され

た直接的産出モデル (delegateddirect output-

the DDO model) として，最終製品や部品及び

サービスが，第 1階層レベルの時間給の作業員

によって専ら生産され，第2階層以上の人は，

専ら管理活動にのみ専念する形が考えられる。

次に援助された直接的産出モデ、ル (aideddirect 

output-ADO model) として，第2階層以上の

階層に属する人々により直接的産出活動が行わ

れ，それより下位の階層の人々は，その産出活

動を援助する場合が存在する。研究的仕事や企

画的仕事，或る種の人事活動，社会福祉業務，

地域看護業務等の専門職の組織で普通に見られ

るものである。この形では，第2階層以上の人

々は，一緒に働く下位の階層に所属する人々を

選び，その業績評価をも担当するのが普通で、あ

る。第3のモデノレは， 直接的産出支援モデル

(direct output support一一DOSmodel)と言われ

るもので，販売関係において見られる管理スタ

イルで、ある。ここでは直接的産出業務は普段は

部下に委譲しているが，時には管理者自身が直

接産出活動に従事する場合もある形である。例

えば販売管理者は，価格政策や品質の保障水準

等を決めて，部下の活動の枠組みを作り，普段

は顧客との折衝を部下に任せているが， 年に 1

度か2度は，管理者が直接に顧客を招いて接触

を深める必要がある。従って管理者は，直接的

産出業務の 1部を担当していることとなる。

次に官僚制度の公式的役割関係としては，ラ

イン・スタッフ関係で説明され，その他の関係

は，非公式組織として扱われる場合がある。し

かし垂直的な管理者と部下の関係に加えて，水

平的な役割関係を含む実際の組織では，より複

雑な責任と権限の関係が認められる。これ等の

組織内に認められる複雑な責任・権限関係を明

らかに規定することにより，水平的に組織化さ

れた仕事集団の性格を明らかにすることが出来

る。

即ち，官僚制度では，管理者は彼自身の業績

と部下の業績とに対して責任を持つ関係上，上

位の管理者程，多くの責任を持つこととなり，

権限もそれに応じて与えられる。この権限に
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は，課業と関係した権限と，課業に関係した役

割を担った人々に対して行使される権限とがあ

る。前者については， 課業の開始 (initiation)

と課業が行われる範囲・限界の設定の 2要素が

ある。課業開始に関する権限としては，課業を

遂行するように他人に命令する権限であり，次

いで課業を行うように説得を行う権限，更に課

業を行うように依頼するに過ぎないと言う程度

の権限がある。課業の限界を定める権限も，同

様に最も強いものとして，他人の働く限界を決

定するものと，その限界を推薦し，決定は当人

に任せるものとがある。

課業を担った人々に対する権限も，他人の能

力を評価する要素と，その地位や職歴に影響を

与え，報酬水準を定め，昇進の動きや雇用の継

続を決める要素があり，いずれの要素に対しで

も，決定と他の管理者に推薦を行うと言う強弱

2種類の権限が認められる。 これらの責任と権

限は，明確に定められて，バランス良く組み合

わされなければならなし、。他人に行動するよう

に命じる権限が与えられているならば，その人

の業績を評価し，報酬と昇進とを決定する権限

も与えられ，同時にその人の業績に対する責任

も負わなければならなし、。しかし他人を説得す

る権限しか与えられていない場合は，その結果

を上司に報告することで権限や責任は終るべき

であろう。こうした責任と権限の関係を整理す

ると，第7表のようにまとめられよう。

表から判るように，管理者と部下の関係に最

も良く見られる管理的権限 (managerialauth-

ority)が一番強い力を持つ。これに対して指示

的 (prescribing)権限は， 医師・看護婦その他

の病院の専門職員の聞の関係に見られるような

関係である。医師は診断を行い処置を定めるこ

とにより，特定の患者に対し看護婦や職員の働

く限界を定める。医師はその処置の実施を確保

するために，看護婦や専門職員の業績評価を行

い管理者に推薦を行うが，実際に彼等の賃金を

決定し，昇進昇格を決める最終決定権は管理者

に残されている。指示的権限とは，こうした種

第7表役割責任表

限界 限界へ 課業の 個人能 役割行 結果の
権限の型 の適合 力の評 動への

の設定 性評価 開始 価 影響力 報告

1.管理的 決定 決定 JロSロh メ寸ii- 決定 決定 行

2.指示的 決定 決定 命令 推薦 推薦 11 丁
3.監督的 推薦 決定 メμLμ 'Iヲ入 推薦 推薦 11 
4.派 遺 決定 決定 命令 制限さ 制限さ 行

れた決 れた影
定(1) 響力(2)

5. スタップ f住薦 決定 メμSμ~寸3〉、 O O イ，日T 

6.監視と調整 推薦 決定 説得 O O 11 
7.品質検査 決定 O 説得 O O 11 
8.忠 告 O O 説得 O O 行
9.併存的 O O 説得 O O 11 丁
10.共同的 O O 説得 O O 1丁-
11.役務調達 O O 要望 O O 11 
12.精 査 O O O O O 11 

(1)派遣を受け入れた人は，派遣された人の業績が要求された

基準の上か下かのみを決定する。

(2)派遣を受けた人が派遣された人の業績が最低の基準に達し

ないと判断すると，彼の影響力は，彼にその人を派遣する

ことを中止させることに限られる。

E. Jaques， op. cit.， p. 263. 

う

う

う

う

う

う

う

う

う

う

う

う



26 (26) 経済学研究 33-1 

類の可成り強い権限である。

監督的 (suppervisory) 権限とは， 工場の現

場で見られるような 1人の管理者の下に，幾つ

かのグループがある場合のグループの監督者に

見られる権限である。彼は，部下の働く権限を

調べて，限界を定めることについての推薦を行

うが，決定は管理者が行う。部下の能力の評価

や報酬の決定についても推薦はするが，決定は

管理者が行う。

派遣 (attachrnent) とは， 部門長以下同ーの

技術職又は専門職の人々が集まって，一つの統

一的部門を成しているが，部員達は他の部門の

人々と働くように，他の部門に派遣されている

ような場合に見られるものである。この場合，

部門の長は部下に管理上の責任権限を持つと共

に，彼の部下が派遣されている先の管理者と政

策や資源の変化を交渉したり，提案したりする

権限を有している。一方特定の人の派遣を受け

入れた管理者は，仕事の割り当てや確保に対し

て責任を持ち，その仕事の達成を評価し，特定

の人の派遣を受入れたり拒否したりすることが

出来る。もし特定の人の派遣を決めた管理者と

その人の派遣を受けた管理者との聞に葛藤が生

じた場合には，両者の共通の上位管理者により

調整が図られることとなる。

スタッフ的 (sta妊)権限とは， 管理者を専門

的知識や技術で助ける専門家に与えられる権限

である。即ち，部下の仕事の管理者による調整

は，人事組織 (Pr)，企画 (P)及び技術 (T)の

3分野への配慮を必要とする。 このために管理

者は，これら3分野のそれぞれの専門家に忠告

を求め，部下の仕事の統制を助けるスタッフを

必要とする。彼等の権限は，自己の専門分野に

ついて，管理者の方針を解釈し，管理者の定め

た枠内で、指令を発して，管理者の部下を助ける

が，その実行を強制する権限は持たず，業績の

評価や人選は行わない。彼は，部下の人達の全

部の業務に関係する訳ではないからである。な

おスタッフの人々は，管理者より下の階層レベ

ルの人々であるべきである。さもなければ，部

下は複数の管理者を持つこととなってしまう。

また部下の人達の階層レベルより下の階層レベ

ルに所属する人であってはならなし、。その場合

には，専門的事項でも，その抽象性において，

部下の人々に劣ることとなるからである。

監視的 (rnonitoring)権限とは， 人々の活動

が特定の側面において，一定の基準(例えば就

業規則，安全基準， コスト基準等)に一致して

いることを確かめるために，管理者を助ける必

要が生じた場合に見られるものである。このた

めには監視役の人は，人々の活動を知る権限が

与えられるべきであるが，命令権や業績の評価

権は与えられない。同様なことは調整 (co-or-

dinating) の権限についても生じる。 この権限

は，或る特定の分野で多数の人々の仕事の調整

役を必要とするような場合(例えば報告書の作

成，政策の提案・評価等)に，調整役に与えら

れる権限で，彼の指定に，関係者が同意出来る

或る特定の仕事の枠内でのみ働き得るものであ

る。彼は調整を任かされた仕事に対じてのみ責

任を持ち，調整の仕事を行う訳であるから，人

々の業績評価を行う権限はない。

忠告的 (advisory)・併存的 (collateral)及び共

同的 (conjoint)権限

これらの権限は，いずれも，説得の権限であ

る。忠告的権限とは，要求されたにしろ自発的

にして，他人に忠告を与える責任を持っている

場合に生じ併存的関係よりする権限とは，複

数の人々の仕事が相互に影響し合う相並んだ関

係(例えば2人の生産管理者の聞で，各管理者

が総生産過程の部分に責任を持っているような

場合)に生じるものである。これらの権限は，

相互に関係し合っているために，それぞれの貢

献度の評価に不満が生じ，訴訟制度の活用が必

要となる可能性を有している。

役務調達 (service-getting) と精査 (scanning)

の権限

役務調達とは，仕事を行うのに必要な資材を

準備する役割の担当者の持つ権限であり，資源

の不足のために，資材を準備出来なかった場合
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は，管理者にその旨報告して要望を出す事とな

る。精査とは，仕事の過程や結果についての指

定された情報を集める役割の人々(例えば財務

資料を会計担当職員が集める等)の権限である

が，この種の権限はほとんど事実上ゼロと言っ

て良かろう O 彼等の役割は，集めた情報をその

まま指定された人々に報告するのみである。

こうした垂直的なもののみならず，水平的・

側生的な権限関係をも考慮に入れて官僚制度の

動きを見ると，最近注目されている自治的仕事

集団やマトリックス組織を始めとする各種のチ

ーム組織は，官僚的組織の基本要素である仕事

集団に，側生的に関係した役割の単なる調整機

構として位置づけられる。まずいわゆる機能的

に自治的な仕事集団 (Emery，Thorsrud， Trist 

etc.)は，単に第1階層に倒パ時間給の現場作業

員か，事務職員 (clericalsta妊)の問題である。

彼等は，最善の企画方法や実施方法を決定する

に際して，彼等の聞の関係を調整するように，

併存的権限を持った彼等の聞から選らばれた人

と一緒に働く事が許されている状況である。こ

の調整は，仕事における創意と自由の利用機会

を増し，人々に時間幅で測った仕事水準の増加

の機会を増大する。その結果第1階層の監督的

役割機能を減じたり，一部を除外したりする。

しかし例え彼等が白からの目的を設定し，実施

方法を白から決定しでも，なおその目的や方法

が満足すべきものか，現在の自治的決定方式が

是正される必要がないかどうかを常に検討して

いる責任ある管理者が存在している。その意味

で，決して文字通り，自治的な仕事集団ではな

く，官僚制度の第 1階層における 1つの在り方

でしかなL、。

上述のもう 1つの重要な組織状況は，同じ官

僚制度の内で，複数の仕事グノレープ内での役割

を持つ場合に生じる。例えば専門家ばかりの集

まった部署で， 1つの役割を持ち， 同時に他の

部署で彼の専門的熟練を行使しているような場

合で，具体的には中央の人事部門から人事問題

の専門家が第3階層の製造部門の人事スタップ

として配属され，製造部門の管理者と，人事部

長とにより共同管理されているような場合であ

る。プロジェクト・チームやマトリックス組織

と呼ばれているものは，基本的にはこの関係の

複雑化したものである。配属された人々は，同

僚とは併存的な権限関係にあり，彼の基本的な

所属部門の上長は，派遣権限を持ち，彼が日常

仕事をしている部門の上長は，彼の専門的能力

に基づく作業業績についてのみ決定権を有して

いる。両管理者同士の意見の相違は，共通の上

長の段階まで上げて評価される事となり，これ

らの組織も基本的に官僚制度の一つの機能形態

でしかなし、。官僚制度は，上から下への伝達の

みが機能するものではなく，従業員の態度に応

じて下から上へ，また必要に応じて十分の処置

を講じれば，横断的にも伝達が行われるように

機能させる事が可能なのである。そしてその場

合，責任と権限を明白に規定して，構成員相互

の関係を明らかにしておく事が，不必要な混乱

や，恵藤を防止するための基礎的要件なのであ

る。因みにジャックスは，こうした権限の基底

にある測定尺度が何かを，将来更に探究する必

要性があると考えている。

2. 格付の階層組織

官僚制度では，仕事の階層組織と並んで，そ

れぞれの仕事を担っている個人を対象として，

その賃金，昇進或いは将来への期待を提供して

いる格付の階層組織が存在している。パーナー

ドの言う地位システムの問題である。

官僚制度における格付のシステムは，実に多

様な種類に分かれている。例えばイギリスの公

務員には，約8，500種類の名称で、呼ばれた格付

が存在している。しかし，グレーシャー金属を

中心とした現在までの研究から，格付を行う際

に従うべき次の一般原則の存在が見出されてい

る。即ち共通の賃金支払水準は，仕事水準の階

層の境界と結びつけて設けられるべきであると

言うことである。何故ならば仕事水準による組

織構成においては，同一水準内での異なった役

割の聞の支払の差異については，殆んど注目さ
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れるような議論は生じていなし、からである。

グレーシャー金属その他において，交渉の結

果公正と言う感じを得られた賃金水準の増加幅

は，次のようなものであった。

第 1階層 (3ヶ月までの時間幅) 40% 

第2階層 (3ヶ月-1年 // ) 40% 

第3階層 (1年一2年 I! ) 100% 

第4階層 (2年一5年 I! ) 100% 

第5階層 (5年一10年 庁)100% 

この支払の分散幅が余りに広過ぎると思われ

る場合には，過去の多くの調査の結果認められ

た傾向が参考となろう。即ち，第1階層の水準

では，各7%-10%程度の格差をもった格付を

行い，第2階層の水準では， 15%-17%，第3

階層の水準以上では，各25%-30%の格差をも

った賃金増加傾向が認められる。こうした幅の

格差をもった賃金支払グ、ループを設置すること

が，格付の階層組織では望ましいと思われる。

それは人々に進歩を促がすと共に，それぞれの

グループの人が努力して，上位の格付賃金を得

ることが不可能な幅ではないからである。この

経験上望ましいと思われる賃金の支払群は，第

1階層水準を更に4つに分けて格付けを行い，

その他の階層は更に3つに細かく格付けを行う

ことによって行われるものである。(第8表参

照)

この格付の幅は，賃金管理の共通した慣行と

第8表格付図式
仕事階層 格付 境界の時間隔

A 
第5階層一一一 B 

C 
A'- 5年

4年
第4階層

3年
C 

A 2年
. 20ヵ月

第 3階層一一
む 一ー 16カ月

A'- 1年
9カ月第2階層一一一
6ヵ月

C 
-.-- 3ヵ月

........................ 1ヵ月

第 l階層一一一一一一一ーと一一一一一一一一一一一一 一一一一 1週間
l日

D 

E. }aques， op. cit.， p. 282. 

も一致している。ただ各階層内の格付は，賃金

の支払格差のための階層区分であって，仕事能

力水準による仕事の階層組織の垂直的区分を，

必ずしも直接に意味するものでないことは，十

分に留意する必要がある。即ち，賃金のための

階級区分は，仕事のための階級区分よりも 3倍

(第1階層のみは4倍)の細かし、区分が成され

る訳である。同じ抽象的思考能力に基づく仕事

階層内の，細分化である。このことは，例えば

第2階層にいる管理者は，第1階層に4種類に

格付けられた部下を持つことが出来ることを意

味し，特定の部下は，この 4種類の格付けを昇

進する聞は，同ーの管理者の下にいて，何等問

題を生じないことを意味している。従って，こ

の範囲内で管理上の問題を生まずに，仕事や地

位の格上げを行うことが出来る。 しかしこの4

種類の賃金格付を登りつめ，次の第2階層の最

低の格付に昇った場合は，以前の管理者と同じ

仕事階層になるために，彼は従来の管理者より

も一階層上の仕事階層に属した新たな管理者の

直接的部下へと変らなければならなし、。

従って，個人の昇進には3つの型があること

となる。 1つは， 同じ格付の内での賃金と仕事

水準の昇進であり，自動的に昇進が行われた

り，或いは管理者による勤務評定によって昇進

が行われる場合もあり得る。第2の型は，同じ

仕事階層の内でlつの格付からもう 1つ上の格

付に昇進するもので，昇格 (upgrading)と言わ

れるものである。第3の型は， 1つの仕事階層

からもう 1つ上の仕事階層に昇進するもので，

昇任 (promotion)と言われるものである。この

第3の型の昇進の決定は，前述のように，彼の

現在所属している仕事階層より 2つ以上上位の

仕事階層に属する管理者によって行われなけれ

ばならなし、。この場合，彼のかつての同僚は，

彼の部下の地位となる訳であり，またかつての

部下は，彼の以前の仕事階層に居る他の管理者

に引き渡される事となる。因みに，昇任が行わ

れるためには，彼の仕事上の抽象的思考能力

が，新しい上位の水準に達していることが証明
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される必要がある訳であるが，こうした場合の

手掛りとしては，自由裁量の時間幅を用いるの

が便利で、あろう。

人聞は仕事能力が発達すると，それに応じた

自由裁量の時間幅の与えられた仕事水準を求め

る。この動きは必然的なもので，この要望が満

たされない場合は，単調感に悩まされ，抑圧され

た感情を強く感じる。これに対して賃金水準へ

の要求は相対的なもので，各種の公平さに対す

る現在の基準と結びついた線で、の支払を求める

ことが知られている。それは，他人と比較され

た時の，一種の公正観と結びついたものであ

る。これに対して仕事能力と仕事水準との均衡

は，人間の自由を求める内在的欲求に基づいた

ものであると考えられる。従って，管理者は，

定期的な勤務評定により能力に応じた仕事水準

の確保を図ると共に，直接の管理者よりも，も

う一階層上位の管理者は，昇進出来る可能性即

ち潜在的能力を持った人々に，将来の見通しを

与え，常にその能力の成長をチェックする事の

必要性が存在している。

次に官僚制度において行使されるリーダーシ

ップには， 二種類のものが認められる。 1つは

従業員代表により，制度の政策の変化の統制に

参加する場合に行使されるものである。ここで

行使されるリー夕、、ーシップは，全メンバーが平

等に扱われる処から，多数の人々の同意が得ら

れることが基本である。また従業員代表は，従

業員の利益のために働く訳であるから，少く共

他人の欲求を理解する主観的相互活動の出来る

第2階層以上の抽象的思考能力を，潜在的また

は顕在的に持った人が選ばれることが必要であ

る。従って，第1階層の人々は，彼等の代表者

として古い経験を持ち，第2階層との接点にい

る人と，高い潜在能力を持った若い仲間を組み

合わして代表者とするか，または彼等のために

働く労働組合やその他の団体の専従者を代表に

選ぶといった，いずれかの方法が取られること

となろう。

もう 1つのリーダーシップは，管理的リーダ

ーシップである。支配団体の目的達成のために

任命された管理者が，与えられた課題を部下を

動かして達成するために用いるリーダーシ y プ

である。部下は 1階層上の階層にいる管理者に

対して責任を持ち，逆に管理者は 1階層下の階

層にいる部下の産出に責任を持たされている。

管理者と部下との関係は，社会的契約であるこ

とから，相互理解，相互信頼を必要とする。も

しこれを欠けば，管理者の権限としては強制的

なものしか残らず，権限は大きく制約されるこ

ととなる。従って課業は，部下によって理解出

来る型で設定し，彼等の課業に関係する環境を

理解さぜるような枠組みを設けなければならな

い。しかし管理者によって主催される集会は，

彼の考えに対して部下の経験に照した意見や反

応や示唆を受ける機会であり，そこにおける決

定は，管理者自身が責任を持つ決定であり，委

員会における多数の同意による決定とは異な

る。従って管理者は，その決定が少く共合理的

な決定の 1つであること，部下の将来にとり好

ましい影響を持つ可能性の有るものである事が

説明出来なければならなし、。管理者は，その日

常の行動や言葉，その話し方等により，彼の決

定に対する自信を部下に示し，部下に自信や信

頼感を与えることが出来る。しかし最も重要な

リーダーシップは， 1階層上位の管理者は， 常

に部下の仕事能力の成長に応じた仕事を与え，

仕事に応じた賃金を支払うとL、う関係の維持を

図り 2階層上位の管理者は 2階層下の部下

の潜在的能力を調べて，その将来の可能性を判

断し，各人の職歴の計画を立て，昇進を的確に

行うと言うことである。

なおリーダーシップは，基本的には意思決定

の問題であり，その最後の判断は，直感的にな

されるもので，特定の選択が行われてから考え

て，理由づけが行われる場合が多L、。このことは

一面において， リーダーシップの担当者は，説

得力を必要とすると共に，基本的に仕事能力に

応じた正しい人材配置が行われている事が，不

可欠の条件である事を示している。けだし能力
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以上の時間幅を要する判断を要求された場合，

資料ばかり過度に要求しながら，結局判断は下

せず，挫折感に悩まされてリー夕、、ーシップを取

るどころではない事態が発生するからである。

3. 官僚制組織モデル

官僚制度の成長する過程を考えると，それは

第 1，第2階層より成る組織から始まって，第

7階層或いはそれ以上の階層をも含む組織にま

で成長する過程として捉えることが出来る。組

織の大きさ (magnitude)は，雇用された従業員

数ではなく，企業の場合には，最高管理者の仕事

水準，また大企業内での部門の場合には，上位

管理者の仕事水準で規定出来る。

換言すれば，官僚制度の成長は，最高管理者

の仕事能力の成長と，各階層に必要な仕事能力

を有した，管理者の確保に依存している訳であ

る。最高管理者の仕事能力が成長して，始めて

垂直的な組織の拡大が実現し，最高管理者は，

以前彼が占めていた地位に他の人を任命するこ

とが出来る。最高管理者の居る階層より下の階

層の仕事能力を持った管理者の増大は，水平的

な組織の拡大を来すことが出来るのみである。

(1)直接指令システム，第2及び第3階層

第1階層と第2階層及び第3階層とのみから

なっている組織では，規模的にはそれ程大きく

はないので，管理者をも含めて従業員は相互に

知り合っている。彼等は総て，組織の目的と結

びついて仕事を行っており，最高管理者は直接

第 1階層の人々に指令をしているか，せいぜ、い

第 1階層にいる人々との聞に 1階層を置いて

いるのみである。

典型的な 2階層よりなる制度は 1人の所有

経営者によって管理されている個人企業であ

り，大企業の内部では，職長や監督者，係長等

と呼ばれる管理的業務担当者をもって，直接生

産活動を行っている現業部門が考えられる。前

者においては，管理者が企画，製造・販売の活

動に直接関係し，製造・販売責任を委譲した部

下と共に働き，その他の企業の諸機能(人事，

組織，計画，技術，検査，仕入)を行う。これ

に対して，大企業の 1部としての 2階層の組織

では，直接生産活動については，係 (section)毎

に作業の内容が，規定されているのが普通であ

る。

こうした第2階層までの組織で，第1階層に

属する人々の数が増え，管理者が彼に代って直

接部下を管理する人を必要と感じるようになる

と，彼自身はやがて第3階層の組織を作るか，

大企業の場合は自らが第3階層に昇任しなけれ

ばならないこととなる。即ち，任命した部下の

管理的業務担当者の顕在的仕事能力が，第2階

層の水準まで成長すると，その部下は賃金や権

限に不満を持っか，または賃金や権限を仕事能

力にふさわしいものにすれば，部下の管理業務

担当者が，彼の仕事を奪って事実上の管理者と

なってしまうこととなるからである。勿論こう

した事態は，特に部下を監督者や管理者に任命

しなくても，個人の仕事能力の発達によっても

常に生じる訳であり，第2階層の仕事能力を持

つに到った人には，そうした地位を与えるか乃

至は他の官僚制度の，そうした地位に移籍する

なりの対策が必要となる。そして人間の仕事能

力が，人により程度の差はあるにしても，年齢

と共に成長するものである以上，官僚制組織

は，大きくなろうとする必然的傾向を持つ事と

なる。

仕事水準の，第3階層を持った組織は，大規

模な官僚制度の鍵になる単位である。数人から

300人程までの従業員を持つこの組織は， 工場

や事務所の現業従業員よる成る第 1階層と，職

長や係長クラスの管理者よりなる，第2階層を

第3階層の管理者の下に持っている形である。

なお第3階層の管理者は，部下を直接に知って

いて，直接に指令を行うことが出来る。

独立した事業としての第3階層を持つ組織の

典型は，ワンマン・ビジネスである。例えば，

幾つかの販売部門を持つ商庖，それぞれ 1人の

管理者を持つ給油所や食堂を持つ小さなホテル

等が考えられよう。財務的には，個人的投資と

銀行の貸付けによって賄われ，最高管理者は，

普通開発機能の管理を担当している場合が多い
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が，製造・販売の管理は，部下の管理者に委譲

されているのが普通である。大組織の 1部とし

ての第3階層を持った単位組織は，委譲された

直接産出単位の大きなもので， 例えば総勢800

人の組立ラインの内の 200人から 300人の仕事

単位の管理とか，幾つかの連鎖庖よりなる総勢

120人の商社と言ったようなものが挙げられ

よう。

第3階層の管理者は，第1階層の人々に関す

る情報を知っていて，彼等の第2階層への潜在

的成長能力を見抜き，能力と仕事の均衡を図る

ことに留意すると同時に，第 1階層の人々によ

る彼等の上司についての訴えを受ける最初の管

理者であり，従業員代表とも政策変更に関し

て，制度的な交渉も行うと言う官僚制度の管理

者として，最初の立場に置かれている。

換言すれば，第3階層の管理者は，官僚制度

において，一般従業員に管理階層を代表して接

触する立場にあることとなる。彼程多くの部下

と接触し，その管理を行う立場に置かれた管理

者は居ない。第3階層の管理者を中心とした単

位組織は，官僚制度の発達を決める基本単位と

言うことが出来ょう。この成長段階の組織の典

型的なものとしては，第9表のようなものが考

えられよう。

(2)一般的指令システム;第4階層以上

官僚制度としての組織の成長にとって，仕事

に対する考え方が具体的様式の管理方法(直接

第9表

E. Jaques， op. cit.， p. 314. 

指令システム)で示される第3階層までの組織

と，仕事に対する考え方が抽象的様式の管理方

法(一般的指令システム)で示される第4階層

以上の階層を含む組織への移行とは，重要な差

異を有している。

即ち，第4階層以上の階層にいる最高管理者

は，事業全体を具体的な形で、知覚的に把握する

ことは出来ず，具体的状況から距離を置いて，

全体的事業を概念的に構成された情報 (concep-

tually formulated information) によって把握

しなければならなL、。統計，諸記録，棚卸，売

上げその他の利用出来る概念的情報により，抽

象的に事業の全体像を構想し，特定の行動が全

体に与える影響を予想し，更に断片的な経験的

資料によって，その全体像を補足し，その正し

さを検証して行かなければならなし、。組織の規

模が大きくなり，最高管理者は，最早部下の全

員を個別的に知ることは出来ず，従って総ての

部下の個別的な仕事の状態を識別し，個別的な

顧客との関係を知ることは出来ないのである。

企業の場合，この程度まで規模が増大すると，

資本的側面においても私的な資金の調達から，

おおやけに多数の投資家より資金供給を受ける

必要性を生じる。従来は，私的資金とその補足

としての 2年程度までの貸付期間である商業銀

行の貸出が中心であった財務が 5年以上の投

資金融を中心としたものに移行して行くことと

なる。

官僚制度にとって，第3階層の管理者を頂点

とする単位組織が，最も重要な構成単位であ

る。そこは一般的概念的指令を，具体的な直接

的条件で行われるように翻訳される処だからで

ある。従業員の不安や苦情も，この段階に発す

ることが多し、。従って，第4階層の管理者にと

っての最大の課題は，この第3階層を頂点とす

る組織を設立することであり，それに成功して

始めて長期的戦略計画を安心して実行すること

が出来る。最高管理者が第4階層にいる官僚制

度の典型的な形は，第 10表のようなものが考

えられる。
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第10表

E. Jaques， op. cit.， p. 321. 

第11表

E. Jaques， op. cit.， p. 325. 

この形では，水平的な拡大が見られ，大体，

1，000人から 2，000人程度のものとなり，第3

階層の管理者は，スタッフを伴うこととなろ

う。大組織の一部としての，第4階層の管理者

は，何等かの職能に専門化され，第3階層以下

は，その職能の細分化されたものとなろう。な

お，第3階層のスタッフは，第4階層のスタッ

フから配属されることにより，両スタッフの機

能の重複や混乱が避けられなければならなし、。

組織が第5階層の最高管理者によって管理さ

れる段階にまで達すると，その継続的存在は，

社会的意味を帯びて来ょう。大体5，000人から

10，000人程度の人々が，働いている組織が多

い。典型的なものとしては， 第 11表のような

ものが考えられる。

最高管理者は， 開発 (D)，製造 (M)，販売

(S)の責任を，第4階層の管理者に委譲し， 彼

はスタッフとして，人事，組織，企画，技術及

び財務専門家の助けをかりで，専らその全体的

調整と， 5年以上に及ぶ企業戦略の策定に専念

する。従って，そのスタッフの仕事も，長期的

視野に立った仕事となる。因みに第4階層の管

理者のスタッフが，ここ数年間の政策の枠作り

を行い，第3階層の管理スタッフが 1年から2

年の具体的実施計画の枠作りを助けることとな

る。

官僚制度がこの規模まで成長すると，第4階

層以下の組織を分離して，別の官僚制度(子会

社)として独立させる場合が屡々生じる。更に

官僚制度が成長して，第6階層以上の最高管理

者を持つようになると，この分離傾向は著しく

強まる傾向がある。

最高管理者の所属する仕事水準が第6階層，

第7階層，第8階層である官僚制度は，従業員

でそれぞれ 125，000人， 250，000人及び 1，000，

000人といった人々を雇用した国際的な大企業

や，大規模な固有企業或いは大規模な官庁が考

えられる。そこでは，製鉄会社に見られるよう

に，ライン機能の統ーを強める場合と，逆に小

会社への分割・多角化を促進する動きとが認め

られる。最高管理者は， 10年から20年，或い

はそれ以上の時間幅をもった組織の運営を考え

なければならなし、。組織が巨大化するにつれ

て，多くの制度化及び画一化が進み，組織の独

占的地位と相侠って，従業員の取扱いを独善的

なものとする危険性を生む。従って，一方にお

いて従業員の自由を確保する制度と，その運営

の重要性が増加して来る。特に最高管理者の能

力水準が要求されている水準に達しない事態が

生じると，その規模を能率的に維持出来なくな

り，多くの非能率と従業員の士気の低下を引き

起こし，人々を不幸な状態に落し入れる事とな
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る。普通そうした事態を引き起こさないために 明確化され，標準化されて効率的なものとされ

用いられる方法は，その多くが常勤のメンバー

よりなる最高管理担当の委員会を設けておき，

その構成員の 1人である事実上の最高管理担当

者の引退に際して，十分に能力の保障された後

継者の得られない場合は，委員の 1人が議長と

なって，集団的に最高管理者の機能を一時的に

担当する方法である。しかしこの形は，成功して

いる巨大な官僚制度の場合しばらくは成功する

が，長くは続けることは出来るものではなく，

結局必要な仕事能力水準を有した管理者を必要

とすることとなる。因みに，英国の固有企業の

能率が低いのは，合併により企業規模が拡大し

たにも拘らず，必要な管理者が得られないため

であると考えられる。

ジャックスは，最後にこうした個人の自由と

創意を生かす能率的官僚制度が存在するため

に，自由な競争的市場原理を持つ民主的政治シ

ステムが維持され，社会階層聞の移動が弾力的

に維持され，雇用の自由な移動の機会が保障さ

れた社会の必要性を強調している。

〔三〕ジャックスの研究の意義

ジャックスの研究に対する代表的評価に，チ

ャイルドに行われた指摘がある。彼は， W・ブ

ラウンの援助の下にジャックスにより行われた

グレーシャー計画を，ホーソン実験に匹敵する

重要な研究として位置づけ，その功績として次

の3点を指摘している2330

(1)執行権限と政策立案権限とを明確に区別

した。これは，ジャックスによる「立法システ

ム」により，出資者の権限と従業員がその代表

を通じて行使する政策立案過程への参加の権限

と，管理者による政策執行権とを区別し，ブォ

レットの「命令の非人格化」を制度化した。

(2)管理者の執行活動を明確にするように役

割(職位)が分析され，従業員の疑問や訴えの

経路と管理者の指令経路(執行システム)とが

23) Juhn Child， British Management Thought， 
1969.岡田和秀，高沢十四久， 斎藤毅憲訳， 199-

209頁。

た。

(3) 自由裁量の幅の概念は， 管理者が部下の

活動の成果を定め評価する能力を高め，予測が

困難で葛藤を伴う市場の制度的な諸力を利用し

ないで，賃金格差を統制する手段を提供してい

る。

しかしチャイルドは，同時にこの研究の重大

な欠点として次の諸点を指摘しているO

(1)組織的あるいは個人的な諸問題を， 個人

的に観察し，診断する方法が取られている。厳

格に秘密を守りながら，応答者と個人的に面接

し，調査情報を収集しているために，応答者の

人々の意見は直接的な形では示されておらず，

包括的な統計報告もなされておらず，いきなり

研究者の解釈が示される結果となっている。こ

のために，研究者が事前に抱いていた諸仮説を

支持するように，調査資料を選択的に示したの

ではなし、かとの批判に答えられなL、。例えば，

ジャックスの「公正と感じられる賃金」と言う

概念で，無意識に感じられている公正賃金水準

と言う規範を，人々が持っていると言っている

が，その実態が精査されている訳ではない。

(2) グレーシャー金属と言う唯一つの事例，

しかも恐らく一つ特異な工場の状況の分析が普

遍化され，一般化され得るとの考えが認められ

る。ジャックスが，公正賃金のハンドブックを

公刊したことなどはその例であろう。

(3) 1公正と感じられる賃金」が存在するなら

ば， それは団体交渉に代る所得政策のための 1

つの代替的な基礎となり得るとしているが，1公

正と感じられる賃金」と言う無意識的基準自体

が，団体交渉を含む既存の色々の所得分配制度

により形成されたものである。また，自由裁量

の余地の少ない課業に労働者を引きつけるため

に，高い賃金が支払われる必要のある点を見逃

しているO 更に組織内の葛藤の原因は，賃金格

差以外の問題の場合も多く，賃金格差について

の不満の消滅が，労働組合の必要性従って団体

交渉の必要性を減じるものではない。
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(4) ジャックスの狙いは， メーヨーの場合と

同様に，葛藤を避ける点にある。彼はその「公

正賃金」の研究が「社会の健全な基礎」の研究

と考え，公正賃金の概念が社会的緊張を取り除

i 健全な国民の道徳性と社会の安定とに寄与

することを希望しているO この場合公正賃金が

「自由裁量の時間幅」によって決まり，この時

間幅は管理者により或る程度決定されるもので

ある。従って，管理者の支配を強めることによ

り，労使聞の争議が減少し社会の安定に寄与す

ると言う考え方に繋がっている。逆に言うと，

労働者がその所得の相対的改善を求めて団体交

渉を行う権利を滅じ，賃金格差を凍結する危険

性を持ち，反多元的偏見を持つ見解と言える。

チャイルドの以上のような批判の内， (2)の

特定の事例についての実験結果を，直ちにその

まま一般的に経済社会の問題解決に適用するの

に妥当なものと看倣していると言う指摘は，わ

れわれも従来から繰返し行って来たところであ

る。また， (1)の調査資料の生の形での公聞が

行われていないとの批判は，ジャックスも指摘

しているように24) 他の国々で他の人々によっ

て同様な調査が行われて，現在までのところ同

様な結果が得られている事実によってある程度

答えられていると思われる。更に (3)の団体交

渉の機能についての批判であるが，ジャックス

の公正賃金の概念は，元来団体交渉等により一

般的な賃金水準が決められることを基礎とした

上での課業(職務)相互間の賃金格差を決める

尺度である。勿論，ジャックス自体の論述の内

には，前節での紹介からもうか父われるよう

に，自由裁量の時間幅によって総ての職務の賃

金が自動的に決まるかのような誤解を招く表現

を屡々見出す事が出来る。しかし，この概念を

見出すに到った研究過程の報告書2めには，繰返

し，この点が強調されており，それは賃金管理

的には，従来の賃金格差を決める職務分析方法

24)例えば， E. Jaques， A General Theory of Bu-

reaucracy， pp. 230-231 
25) E. Jaques， Measurment of Resqonsibity， 1956 

の諸方法の内の最善の方法としての地位を占め

るものでしかないのである。従って，自由裁量

の少ない職務に労働者を引きつけるために，需

給関係から特定期間公正と感じられる水準以上

の賃金が特定職種に支配われることは，十分に

有り得ることで，需給関係の問題が解決しても，

その状態が固定するのでなければ，何等問題と

なるものではなし、。最後に，ジャックスの思想

が，管理者の管理能力を高めることにより，葛

藤を避け，団体交渉の権利を制約するものであ

るとの指摘には問題があるO チャイルド自身指

摘するように，ジャックスの貢献の 1つは，管

理者の政策立案権と執行権を区別した点にある

とするならば，執行権の強化や明確化は批難さ

れるべきものではなし、。またその執行に対する

訴訟制度も同時に提示せられている。更に従業

員の自由裁量の時間幅が管理者の手により或る

程度自由になるから，管理者により賃金格差が

凍結される事が出来るとしているが，しかし，

ジャックスの理解では，自由裁量の幅の成長は

個人差があり，その成長度は管理者が教育する

事によって変更出来るものではなく，自己啓発

による以外，その成長度を高める事は出来ない

としている。逆から言えば，この自由裁量の幅

の成長は，通常20代の前半に定まるとされる

が， しかし白から努力する人にあっては，それ

以後も普通の人の場合以上に成長する事が可能

であり，この場合管理者がその成長を左右し得

る余地は，余り存在しなし、。まして，団体交渉

によって，一般の人々のこの能力の成長が左右

されるものではない。そして，ジャックスの調

査によれば，人々は各人の自由裁量の幅に応じ

た仕事が与えられない場合には，単調感に基づ

く不満や解決の得られない挫折感に悩まされる

事が知られており，チャイルドが考える様に，

自由裁量の時間幅を賃金管理に用いる事が，直

ちに賃金格差の凍結に繋がるものではない。む

しろチャイルドの思想の内の，社会的思考と組

織的思考の明確な区別が十分になされていない

点が反映した批判とも言えよう。もっともこの
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点は逆の意味で，ジャックスの場合にも当ては

まるものである。

われわれは，ジャックスの研究については，

D. A.レンの行った初期の研究に対する短い

評価が，その後の研究に対しても，最も適切なも

のとして適用されると考えている。「グレージ

ャー金属会社の広範囲な事例研究は， レヴィン

の場の理論に基づき作業集団から大きな共同社

会へ移って行く場合の，産業上の変化を調べよ

うとしている。こうした活動中の会社への縦断

的調査は稀れなものであり，その結果は相互作

用を行っている社会一技術的システムとして組

織を研究する一般的主題を提示した。タピスト

ック研究所の諸研究は，主としてバーナードの

理論を再確認したが，彼等は技術的そして組織

的諸変化に対する社会的適応についての研究や

処理のための経験的資料を提供した問。」

ジャックスは， トロシト大学で心理学を専攻

し，次いで，ジョン・ポプキンス大学医学部で

医学を専攻し，開業医として精神治療を行った

経験を持つ医者である。彼の研究を考える場

合，この経歴に留意する必要がある。即ち，彼

の研究の価値は，その臨床的研究方法において

認められ，その経験的データーは，環境の変化

に組織が適応して行く過程を解明しているもの

である。しかし，同時にそれは，企業の適応過

程の一般適応理論を完全な形では提供するまで

には到っていないと考えるべきである。前述の

チャイルドも言う様に，ホーソン実験について

は，実験そのものの結果についての批判は殆ん

ど無かったように，ジャックスの研究について

も，調査結果には今後も余り批判は無いであろ

う。問題は，調査結果に対ーする解釈とそれに基

づし、て提案される政策にあると述べているm。

われわれも，そのように考える。

五，結

パーナードがジャ y クスに期待した「産業の

26) Daniel A. Wr巴n，The Evolution of Manage. 
ment Thought， Second Edition， 1979， p. 367 
27) J. Child.，岡田他訳， 207頁。

管理者組織の一般理論」を，われわれは前節に

おいて詳細に見て来た。そして，その一般理論

の内，われわれが取り入れるべき点は，その臨

床的研究に基づく分析結果であり，その反面，

分析結果の上にジャックスが独自に構想した産

業社会の在り方に関する彼の見解には，賛成し

難し、ものをも有している事実をも指摘した。換

言すれば，ジャックスの研究は，全面的な官僚

制組織の研究と言うよりも，その人事的領域に

限定して行われた研究で、あると見るのが妥当で、

あると思われる。

この点は，ジャックスの描く官僚制組織モデ

ルを，パーナードの官僚制組織モデル(階層組

織概念)より考えると，容易に理解する事が出

来ょう。即ち，ジャ y クスにおける官僚制組織

とは，支配団体が自らの目的を達成するため

に，人々を雇用する処に生れる雇用契約に基づ

く組織であり，従ってそこにおける上司と部下

の関係は，部下が上司より期待されている業績

を挙げると言う結果責任 (accountability)の関

係において捉えられており，人々の持つ権威も，

この期待される業績との関係によって上司より

与えられる事となっている。そして被用者達の

最上位の管理者は，雇用団体に対して，団体か

ら要求された業績の達成についての責任を持っ

と言う形に理解されている。いわばバーナード

が批判して止まなかった法律優先の法定権威説

(上位権威説)の理解に基づいているO

この立場の限界は，既に多くの論者が指摘す

る様に，雇用団体は，彼等の雇用した組織の行

動に対して事実上極めて限られた範囲(例えば

出資金を失うとか，その代表者としての地位を

失う等)を除き，ほとんど実質上の責任を問わ

れない事となり，更にその事に対して本人がど

う考えるかは全く問題とされておらず，結局巨

大な官僚制組織の行動が，窮極的には，社会的

に極めて無責任なものとなってしまう処にあ

る。ジャッグスの分析は，こうした領域にまで

は及ばずに終っている。

ミーナードの場合，階層組織(官僚制組織)
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には，それを構成している個々人の目的とは区

別された組織自体の目的が存在し，人々はその

目的との関係で貢献活動が評価されるべき事と

なっている。この組織自体の目的は，自らの維

持存続を図る事と言う形で理解されており，機

能的には「組織の利益 (goodof organization) J 

即ち「組織効用の余剰の追求」として理解され

ているO そしてこの組織効用は，協働体系にお

ける物的経済，社会経済，個人経済の 3経済の

組み合わせの上に定まるものである。社会経済

とは，他の組織や将来組織の構成員となる可能

性を持った個人との関係であり，当該組織の社

会的信用や評判，将来への期待や見通しと言っ

た種類のものが，大きく作用する結果となって

いる。これに対して，個人経済とは，現在組織

に参加している人々の主観的満足度との関係で

ある。従って，従業員のみならず，顧客・債権

者・株主・原材料や設備の提供者・地域社会を

構成している人々や消費者が，その組織の与え

る諸々の誘因(賃金や俸給，地位，名誉，支払

利子，配当，支払代金，寄付や納税，製品やサ

ービス等々)に対して，どれだけ現在満足感を

持ち，将来に対する期待感を持っているかが，

決定的な重要性を持つ事となる。そこでは，特

定の構成員グループが満足しでも，その行為が

他の構成員グソレープにより以上の不満足を与え

る事となれば，個人経済は損われるし，更に人

々の将来への期待を裏切り信用を減じるもので

あれば，社会経済をも損う事となる。

即ち，完全に合理的な判断を行う経済人モデ

ルを否定して，多様な欲求と限られた能力の下

で，限られた合理性を追求する能力しか持たな

い現実人を置くバーナードにとって，人々の満

足や期待は，人々の道徳律(行為基準)に基づ

くその心理的なものが基本的なものと考えられ

る。賃金・俸給と言ったもの以外に，社会的名

誉や社会的活動への参加の機会，理想の満足等

をも考えざるを得ないゆえんである。従って組

織の最高管理者が，多くの人々の相互に異なる

個人的道徳律と組織における道徳律相互間の相

殖を解決する新しい道徳、律を生み出す幅広い道

徳性を，どれだけ大きく持っているかが，その

組織の規模を決める事となる訳である。同様に

各階層における管理者も，自己の職務に応じて

発生する複数の道徳律の葛藤が解決出来なけれ

ば，白からの満足が得られず，同時に行動が不

安定となり，人々に将来の予測を行う事を不可

能とせしめる事により，人々の組織に対する信

頼を失わしめる事となる。こうした事は，いず

れも個人経済や社会経済を損い，組織効用を減

じ，組織自体の目的に反する結果を生み出す事

となる。

この様に人々の心理的満足や期待感を得る事

によって，積極的な貢献活動の行われる事を期

待する場合，階層組織(官僚制組織)内の伝達

は，納得を基礎として行われるべきであり，そ

の心理的不満を促し，個人経済を損う様な強制

と言う手段を用いる事は避けなければならない

事となる。バーナードの権威論が， r権威受容
説」とならざるを得ない訳である。そこにおけ

る管理者の権威は，指令を発し，説得を行う処

で止まり，人々の行動自体を強制する処まで

は，原則として及ばない事となる。特に未知の将

来における意思決定は，担当者の自由裁量に委

ねなければならない領域が必ず残される。組織

においては，未知の将来に対して一定の業績を

達成する事が期待される反面，具体的行動の総

てが予測されている訳ではなく，未知の事態に

直面した場合には，与えられた資源や行動の範

囲内で適応した行動を取る事が期待されてい

る。その意味においては，バーナードの言う様

に，責任の委譲が権限の委譲より重要な問題で

あり，委譲される責任は，与えられる権限より

も大きいと考えられる事となる。

ジャックスの場合，この将来に対する無知の

下での各人の意思決定能力が，自由裁量の時間

幅と言う形で捉えられ，同時に各職位で保有す

る権限を明示しようとする努力が，その臨床的

調査研究の結果として提示されている。こうし

た条件が明らかにされて，始めて各職位で要求
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される専門的能力と自由裁量能力も明らかにな

ると考えられる。この様に，それぞれの職位で

は，限られた権限の下で予測されない障害を克

服して，業績を達成する責任が課される事は，反

面人々がその判断に創意工夫をこらす必要を生

み出し，それが，人々に充足感や達成感を抱か

せ，自由な感情の充実の可能性(個人経済の成

長)を持つ事となる訳である。もっともその反

面，必要な能力に不足する場合は挫折感や劣等

感を生み出し，能力過剰の場合には単調感を生

み出す危険性(個人経済の損傷の危険性)をも

有している。官僚制組織(階層組織)が生き生

きとした弾力的生き物となるか，硬直した弾力

性の無いものとなるかの差は，実にこの階層化

された各職位に配分される自由裁量のIp)jiと，そ

の職位に配置された人々の能力とが適合してい

るか否かによる事となる。この適合の良さは，

組織自体の目的の追求としての組織効用の余剰

の確保(組織経済の均衡)のための必要条件で

ある。

〈ーナードが官僚制組織の逆機能現象を指摘

し，一応その制度的対策を指摘しながらも，最

終的にはその解決を，管理者の道徳性に求める

に到っている理由もここにある。バーナード以

後の研究の多くは，パーナードがその限界を認

めていた制度的・構造的な段階に留まって来て

いる。それ等の研究は必要ではあるが，組織経

済の均衡に必要な個人経済や社会経済の充足の

面からは，限界が存在する。組織経済の均衡確

保の為に不可欠の，各個々人の能力と満足感の

差違を考慮に入れた人員配置(内的均衡)の重

要性から言って，ジャックスの臨床的分析の研

究成果は，バーナード以後の制度的・構造的研

究には欠落していた分野を埋める，貴重なもの

を有していると考えられる。
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